
宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

77.5 78.0 78.5 ・妊婦健康診査事業 302,757,412

76.5 86.2 80.0 ・産婦健康診査事業 27,776,099

390 380 345 345 345

438 332 333 386 400

子育て支援の充実

■ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうよう、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進する。
■ 子どもたちに幸せの実感が得られるよう、家庭をはじめ、市民や地域の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。
■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するため、保育環境の充実やスキルの高い保育士等の育成を図る。
■ 子どもたちが、その置かれた状況にかかわらず、将来への夢をもって成長できるようにする。
■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後等の支援体制を確保し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。
■ 子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。
■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を育成し、地域への愛着や関心を高める。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

「子育てしやすい地域である」と思う人の割合
（％）

66.3
（Ｈ29）

市民意識調査 97.6%

【H30】
子育てに関する各種支援策が浸透し、一定の評価を得てきていたが、ライフスタイルの
変化に伴う多様なニーズに適切に対応できていない状況が発生しているものと推察す
る。
【H31】
消費税増税分を財源に幼児教育・保育の無償化が実施されるほか、乳幼児任意予防接種
事業で費用の一部助成対象のワクチンが追加されるなど、子育て世代の経済的負担が軽
減される。また、子ども食堂の開催等により、地域で子育てを応援する環境整備が進ん
でいく。

子育て支援課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

結婚サポー
トや出産ケ
アの充実

○ 県等の関係機関と連
携するなど、結婚を希望
する独身者に出会いの場
を提供する。
○ 妊産婦健診の充実な
ど、安心して出産できる
環境を整備する。
○ 不妊に悩む夫婦に対
して、不妊治療に係る経
済的な支援を行う。

産婦健診受診
率（％）

－
親子保健
課調べ

1

産科医療機関と情
報共有し、対象者
への周知を行っ
た。
また、親子健康手
帳交付時に対象者
へ周知を行うとと
もに、医療機関へ
も健診の重要性に
ついて説明を行っ
た。

・産後2週間と1か月に健診を
行い、健診結果から産後うつ
を早期発見し支援につなげて
いる。

H30実績
　産後2週間健診　2,648人
　産後1か月健診　2,843人

101.9%

産科医療機関との連携、対象
者への説明等により、産婦健
診についての周知を図り、受
診率向上につなげていく。

・より多くの産婦が産婦健診
を受けられる体制を整えるた
め、H31年度より実施医療機
関を市内から県内に拡大す
る。また、県内産科医療機関
との意識統一を図り、効果的
な事業の実施につなげる。

親子保
健課

特定不妊治療
費助成件数
（件）

332
（Ｈ28）

親子保健
課調べ

2

高額となる治療費
（体外受精及び顕
微授精）を助成す
ることで、より多
くの不妊に悩む夫
婦が治療を受ける
ことができた。

・体外受精及び顕微授精によ
る治療を受けた夫婦に対し、
市の要綱に基づき助成を行っ
た。不妊に悩む夫婦は多く、
予定を上回る申請があった。

115.9%

不妊に悩む夫婦が治療を受け
ることができるよう、引き続
き助成を続けていく。

・不妊治療助成事業は、国や
県の補助基準に基づき助成し
ているが、助成額の上乗せ等
を行っている自治体もあり、
より手厚い助成を求められて
いるため、他市町村の状況を
調査し、本市への導入につい
て検討する。

・不妊治療支援事業 77,714,615

3

独身農業者成婚のための出会
いの場（男女交流会）の提供
と縁結びアドバイザーによる
結婚に関わる相談活動を実施
した。なお、縁結びアドバイ
ザーは交流会に出席し、カッ
プル成立に向けた仲介、助言
を行った。
男女交流会は年に２回開催
し、男女計３４名の参加があ
り、カップル成立数は４組で
あった。

独身農業者である男性参加者
は、日頃女性と話す機会が少
ないこともあり、交流会にお
いて消極的な傾向が見られる
ことから、男性参加者に対し
て、引き続き印象力ＵＰ講座
を開催するとともに、女性が
農業を理解した上で交流会に
参加してもらうため、農業体
験会を開催する。

男女交流会参加者数の目標
を、男女計３０名で予定して
いるが、毎回参加者数が目標
に達していないことから、広
報の強化策として、婚活サイ
トへの掲載を引き続き行うと
ともに、若者向けにＳＮＳを
活用して、農業の魅力を伝
え、男女交流会への女性参加
者の増を図る。

・農業者パートナー等支援
事業

428,916
農業委
員会

資料２－２

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　1 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・乳幼児医療費助成事業 849,489,705

・乳幼児等定期予防接種事
業

833,917,025

・乳幼児任意予防接種事業 79,240,000

・乳幼児健康診査事業 58,080,618

・みやざき安心子育て包括
支援事業

3,303,990

・母子訪問事業 6,155,958

・新生児聴覚検査事業 15,245,175

・離乳食教室事業 847,933

・乳幼児発達相談事業 1,886,330

・小児慢性特定疾病支援事
業

186,313,925

・私立保育所運営費 8,985,975,760 

・認定こども園施設型給付
事業

6,985,828,190 

・小規模保育事業等地域型
給付事業

313,730,980 

・延長保育促進事業 79,781,756 

・一時預かり事業（幼稚園
型）補助事業

88,791,761

・一時預かり事業費補助事
業

115,421,953 

・夜間保育（延長部分）の
運営費加算補助補助事業

3,500,000 

・病児保育事業 66,140,421 

乳幼児医療費
助成事業の継
続

継続
（Ｈ28）

継続 継続 継続 継続 継続

親子保健
課調べ

4

乳幼児医療費（入
院・外来・調剤）
の無料化を継続し
て実施した。

100.0%

乳幼児医療の無料化を継続し
つつ、2020年4月から実施予
定の小中学生への医療費助成
拡大への準備（システム改
修・周知・受給者証交付等）
を完了させる。

継続 継続 継続 継続 継続

母子保健相談
延べ支援件数
（件）

2,819
（Ｈ28）

320 320 3,000 3,000 3,000

親子保健
課調べ

5

子育て支援セン
ターに訪問し、相
談対応を行う等、
関係機関との連携
を強化すること
で、相談しやすい
環境の充実に努め
た。 110.0%

平成31年度から、母子保健ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰを市内2か所（市保健
所、清武総合支所）に集約
し、「子育て世代包括支援セ
ンター（産前産後サポート
室）」を設置することで、妊
産婦の相談体制の更なる充実
を図っていく。

364 2,819 2,893 3,110 3,300

0 0 0 0 0

64 28 56 43 0

乳幼児等の
健康の保持
と増進

○ 子どもが早期に必要
な治療が受けられるよ
う、未就学児における医
療費の無料化を継続する
とともに、対象の拡大を
検討する。
○ 定期・任意予防接種
を充実し、感染症の発生
やまん延、発症時の重症
化を予防する。
○ 出産前後における必
要な知識や情報の提供の
ほか、地域の医療機関等
と連携し、乳幼児の健康
診査や保健指導等を実施
するとともに、母子の健
康や乳幼児の発達に関す
る相談対応及び情報提供
を行う。

・未就学児童に対する医療費
無料化を継続することで、乳
幼児の健全な発育の促進を図
り、子育て世帯の負担軽減と
子育て支援の充実を図った。
また、小中学生への助成拡大
の検討を行った。

・母子保健コーディネーター
（8名）を各保健センターに
配置し、妊産婦の（来所・電
話・訪問）相談等に対応し
た。

・適正受診について更なる啓
発に努めるとともに、対象者
拡大により、子育て世代の経
済的負担の軽減と、対象者が
早期受診できる環境の維持及
び健全な発育促進を図る。

親子保
健課

幼児教育・
保育サービ
スの提供

○ 保育ニーズの高い地
域における保育環境を整
備するほか、関係団体と
連携しながら、多様な就
労形態に応じた保育サー
ビスの充実を図るととも
に、保護者の保育に係る
経済的な負担の軽減、一
時的な保育の利用や特別
な支援が必要な子どもに
対応した保育環境づくり
に努める。
○ 保育士等の処遇改善
に向けて、多面的な支援
を行うとともに、関係団
体と連携した就職説明会
や研修等を開催し、保育
士等の人材確保や質の向
上を図る。 保育所等の待

機児童数（翌
年度4月1日現
在）（人）

28
（Ｈ28）

保育幼稚
園課調べ

6

昨年度と比較して
利用定員を261人
増、利用定員の弾
力運用の拡充等に
より受入枠を確保
して、空き施設の
情報提供をしなが
ら、希望者との
マッチングを実施
したが、就学前児
童数が増している
檍、中央地区にお
いて、待機児童が
発生した。

◆保育士等確保のための処遇
改善補助事業により、市内に
所在する教育・保育等施設に
勤務する常勤の保育士、保育
教諭、看護師等に対して最大
4,000円の補助を行った。平
成30年度実績では、延べ
24,630人。

◆「保育士等確保・定着促進
事業」に引き続き取り組み、
「移住保育士」や「潜在保育
士」への補助により、保育士
確保に寄与した。平成30年度
実績では、移住家賃補助7人
(新規)、移住移送費補助1
人、潜在保育士再チャレンジ
補助12人(新規)。

◆幼保連携型認定こども園の
保育教諭確保のため、平成28
年度から「保育士資格取得支
援事業」を開始し、平成30年
度においても、確保促進に努
めた。平成30年度実績では、
資格取得済者7人、資格取得
予定者9人、研修受講者31
人。

◆老朽化の進む公立保育所の
うち、待機児童の多い区域に
位置する小戸保育所の建替え
を決定し、平成31年度から着
手、平成33年度中の完成の方
針とした。

100.0%

平成31年4月1日時点の待機児
童は、43人であるが、市全体
の入所空き枠は、760人とい
う状況で、10月からの無償化
導入に伴う影響についても精
査中であり、今後とも、目標
達成に向け、努力していきた
い。

◆処遇改善補助において、平
成31年度から新たに3職種(小
学校教諭、養護教諭、市長が
認める者)を追加するなど事
業拡充を図る方針。

◆未就学児童が減少する中、
保育所等の入所希望者が増加
している要因、無償化に伴う
動きを分析して将来推計を行
い、入所空き枠のある施設に
ついて、保育会や幼稚園協会
との情報共有しながら、必要
に応じた保育の量と質の適正
化を図っていく。

◆企業主導型保育事業におけ
る空き状況など定期的な実績
把握を行いながら、「児童育
成協会」との情報共有を図っ
ていく。

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　2 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・保育士等確保のための処
遇改善補助事業

93,950,500 

・特別支援保育事業費補助
事業

68,748,506 

・保育教諭確保のための資
格併有促進事業

865,200 

・認可外保育施設健康診断
補助事業

893,600 

・認可外保育施設従事者研
修費補助事業

155,300 

・宮崎市保育団体補助事業 5,000,000 

・保育士再チャレンジ研修
事業

・保育士等確保・定着促進
事業

6,431,000 

・幼稚園施設型給付事業 675,915,950 

・私立幼稚園就園奨励費補
助事業

28,764,708 

・多子世帯私立幼稚園入園
料助成事業

10,000 

・私立幼稚園等特別支援教
育・児保育事業

5,677,000 

・私立幼稚園健康診断補助
事業

398,400 

・宮崎市幼稚園協会補助事
業

3,900,000 

8

児童発達支援事業において、
児童発達支援事業者を通し
て、日常生活における基本的
な動作の指導、知識技術の付
与、集団生活への適応訓練等
の支援を実施した。
平成30年度延べ利用者実績
1,962人（医療型含む）

児童発達支援事業において、
安定したサービス提供体制の
維持を目指しつつ、実地指導
等を通じて、児童発達支援事
業者との連携を図り、併せて
重症心身障がい児や医療的ケ
アが必要な障がい児に対応し
た提供体制の整備を推進して
いく。

・障がい児通所支援事業
（児童発達支援ほか）

350,907,578
障がい
福祉課

潜在保育士の
再就職者数
（累計）
（人）

－

10 20 30

保育幼稚
園課調べ

7

目標値は満たして
いるが、有効求人
倍率は高止まりし
ており、処遇の良
い他職種への就職
も増えていること
から、潜在保育士
は減少傾向にあ
る。 100.0%

平成31年度から「潜在保育
士」本人による補助申請制度
を導入した「潜在保育士等確
保・定着促進事業」の改善点
を各保育施設、ハローワーク
との共催相談会等で周知する
ことにより、目標達成を図っ
ていく。

10 22 30

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　3 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・地域と学校の連携による
教育活動支援事業

1,248,190

・児童クラブ運営事業 515,613,190

・放課後子ども教室推進事
業

16,294,989

・ふるさと文化学習支援事
業

4,959,999

・いじめストップ推進事業 1,815,000

・不登校児童生徒対策事業 3,915,000

・小中学校スクールカウン
セリング等事業

8,613,000

・あたたかな人間関係づく
りサポート事業

3,238,000

・「地域とつながる」キャ
リア教育推進事業

3,200,000

・地域による学校評価推進
事業

1,440,000

・特別支援教育学びのサ
ポート総合事業

215,847,000

児童クラブの
待機児童数
（5月1日現
在）（人）

251
（Ｈ29）

518 411 251 242 200

生涯学習
課調べ

9

待機児童数の目標
値を達成できた。

学校の教室等や学校外の民間
施設を整備し、児童クラブの
定員枠を拡充（７箇所）し
た。あわせて、利用申請の方
法を全曜日利用から各曜日利
用に変更したことにより、曜
日毎に定員までの入会が可能
となり、待機児童数の削減に
ある程度の効果が見られた。
また、地域住民が運営する放
課後子ども教室の実施（２６
校）、地域と学校の連携を強
化するための学校支援コー
ディネーターの配置（１中学
校区・４小学校）により、地
域住民の参画のもと、安全・
安心に過ごせる居場所を設
け、子どもたちが心豊かで健
やかに育まれる環境づくりを
推進した。
さらに、文化や芸術などに秀
でた地域の人材を学校派遣
（３２校）し、子どもが地域
に愛着を持つ機会を創出し
た。

263.2%

施設整備による定員枠の拡充
と入会区分の変更により、待
機児童数の削減が見込まれ
る。

待機児童の多い学校について
は、児童数の増加に伴う教室
の不足により、児童クラブと
して利用可能な教室の確保が
困難となっている。また、現
在児童クラブ室として利用し
ている教室についても、普通
教室や支援教室へ転用される
可能性がある。引き続き「校
内型児童クラブ」を検討する
とともに、学校外の民間施設
等を活用した「校外型児童ク
ラブ」を整備し、待機児童数
の削減を図る。また、放課後
子ども教室のコーディネー
ター・サポーター及び学校支
援ボランティアについては固
定化が顕在化しつつあり、新
たな人材の確保が困難となっ
ている。今後は、地域と学校
双方向の「連携・協働」を図
りながら、コミュニティス
クールの導入も視野に入れ、
地域全体で子どもを育てる体
制作りを検討する。

生涯学
習課

326 328 251 94 76

「地域や社会
をよくするた
めに何をすべ
きかを考える
ことがある」
と回答した生
徒の割合
（％）

42.0
（Ｈ28）

40.0 42.0 42.5 43.0

学校教育
課調べ

10

・市内中学２年を
対象にした職場体
験学習後のアン
ケート調査におい
て「地域や社会を
ゆくするために何
をすべきか考える
ことがある」と回
答した生徒の割合
が５６．７％で
あった。

131.9%

・実績値（Ｈ２８～Ｈ３０）
については、肯定的な回答を
している生徒が順調に増えて
いる。この結果には、今まで
の取組の成果が考えられる。
また、全国・学力学習状況調
査（Ｈ３０）における質問紙
調査の結果においても「人の
役に立つ人間になりたい」
等、本市の児童生徒は、社会
に対する興味・関心につい
て、肯定的な回答をした児童
生徒の割合が、全国平均より
も高いことから、次年度にお
いても肯定的な回答をする生
徒の増加が、期待できる。

42.0 51.3 56.7 56.7

学校教育・
放課後児童
対策の充実

○ 児童クラブの定員拡
大を図るほか、すべての
児童が利用できる放課後
子ども教室や児童館等の
運営に加え、地域の多様
な主体との連携により、
児童に安全で安心な放課
後等の居場所を確保し、
保護者の子育てを支援す
るとともに、子どもの育
ちを助ける。
○ 児童生徒の人間関係
づくりや居心地のよい学
級づくりを支援するとと
もに、いじめ問題への対
応に関する教職員の研修
会の開催、不登校の児童
生徒に対する相談や適応
指導を適切に行い、いじ
めや不登校の未然防止及
び早期の発見・対応を図
る。
○ 特別な教育的支援を
必要とする児童生徒に対
して、支援員を適切に配
置し、児童生徒の個性に
応じた学習指導を行うと
ともに、学校生活におけ
る安全面に配慮すること
で、学習環境の充実を図
る。
○ 小・中学校の教育課
程において、ＩＣＴの活
用をはじめ、地域や地元
産業等と連携し、体験学
習やキャリア教育等の充
実を図るとともに、新学
習指導要領に対応した外
国語教育を実施するな
ど、豊かな国際感覚を
もった児童生徒の育成に
努める。

・職場体験学習を全中学２年
生を対象に実施した。
・市内３地区を指定した実践
モデル校の研究を推進した。
・特別な教育的支援を必要と
する児童生徒について、個別
の相談やケース会議等への参
加を通して、学校や保護者へ
の支援を行った。
・宮崎市いじめ防止基本方針
の改定にともない、市内各学
校の「学校いじめ防止基本方
針」を改定するとともに、各
学校においても全職員で基本
方針の趣旨や内容等の周知を
図り、いじめ防止の取組の確
実な実施に努めた。
・小学校４年生全学級を対象
に、参加型のいじめの予防
ワークショップの授業をＮＰ
Ｏに委託して実施した。
・市内各学校の小５，中１を
対象に「あたたかな人間関係
づくりサポート事業」とし
て、hyper-ＱＵによる学校生
活における児童・生徒一人一
人の意欲や満足度を測るアン
ケートを実施し、その結果を
児童生徒の人間関係づくりに
活用し、よりよい学級集団づ
くりの支援を図った。

・地域と連携しながら、「み
やざきで働く魅力」を学ぶ
キャリア教育を推進していく
必要がある。市内３地区の実
践モデル校の研究成果につい
ては、研究報告の場を設定す
ることで、他校の実践に生か
し、宮崎市ならではのキャリ
ア教育を推進する。
・各学校において、「SOSの
見逃し０を目指すいじめ防止
等の取組の充実のために」の
取組を充実させるとともに、
今後とも、児童生徒のいじめ
防止に対する意識を向上させ
ることにより、いじめの未然
防止を図る。
・新たな不登校をつくらない
取組として、アンケートや教
育相談を充実させ、保護者と
も連携を図りながら、不登校
の未然防止や早期解決を図る
ため、魅力ある学校、学級づ
くりを推進する。
・特別な教育的支援を必要と
する児童生徒に対する理解や
組織的な対応が課題である。
支援員等による支援の充実を
図るとともに、特別な教育的
支援を必要とする児童生徒一
人一人に関する指導計画や支
援計画の活用の充実を図る。

学校教
育課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　4 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

11

◆小学生の放課後の受入先と
して、児童の適切な処遇及び
安全の確保を図るとともに、
在園児との交流により在園児
の幅のある発育を目的に、地
域活動事業費補助事業を実施
した。
◆平成30年度 実施施設：41
施設(うち自主事業20施設)
延利用者数： 61,865人

◆小学生の放課後の受入先と
して、大きな役割を果たして
いることから、今後も実施施
設数の増加を図っていく必要
がある。
◆利用者ニーズに対応するた
め、未実施の私立保育所等に
対して、本事業の必要性、内
容の周知を行っていく。
◆本事業は、児童クラブ運営
事業の補完的役割も担ってい
ることから、同事業に待機児
童が生じている状況を踏ま
え、関係課との連携を図って
いく。

・地域活動事業費補助事業 9,900,000
保育幼
稚園課

・児童館・児童センターの
管理運営

151,949,000

・生き活き地域子育て活動
応援事業（児童館・児童セ
ンター分）

1,964,000

13

放課後等デイサービス事業に
おいて、放課後等デイサービ
ス事業者を通して、就学児
に、授業の終了後又は学校の
休業日に、生活能力の向上の
ために必要な訓練、社会との
交流の促進その他必要な支援
を実施した。
平成30年度延べ利用者数実績
8,824人

放課後等デイサービス事業に
おいて、安定したサービス提
供体制の維持を目指しつつ、
実地指導等を通じて、放課後
等デイサービス事業者との連
携を図り、併せて重症心身障
がい児や医療的ケアが必要な
障がい児に対応した提供体制
の整備を推進していく。

・障がい児通所支援事業
（放課後等デイサービス）

1,147,121,600 
障がい
福祉課

・小中学校外国語教育推進
事業

90,630,037

・タブレット導入事業 606,528

12

●児童館・児童センターで
は、児童厚生員の指導のも
と、主に乳幼児（保護者を含
む）から小学生を対象に、遊
戯室や図書室等を活用して、
安全かつ健全な遊び場を提供
した。
・児童館(8か所)
・児童センター(9か所)

●17か所の児童館・児童セン
ターにおいて、地域の高齢者
の知恵や経験を盛り込んだ講
座や世代間交流を実施した。

・本市が設置している児童
館・児童センターの中には築
40年以上が経過し老朽化が進
んでいるものもあり、施設の
整備及び長寿命化が大きな課
題となっている。
・児童館・児童センターごと
の整備及び長寿命化の基本的
な方針を定めた「児童館・児
童センターの整備及び長寿命
化計画」を平成31年3月に策
定しており、 本計画に沿っ
て計画的な対応を進めてい
く。

子育て
支援課

14

小中学校外国語教育推進事業
・ＡＬＴを５名増員して、１
５名体制とした。これに伴
い、５中学校に１名ずつ配置
し、残り２０校については、
１校を拠点として拠点校の校
区内ともう一つの校区内に派
遣した。ＡＬＴとのティーム
ティーチングを小学校５年か
ら中学校３年までで実施し
た。

タブレット導入事業
・授業内でのタブレットPCを
用いた具体的な指導法の検討
や、プログラミング教育の理
論研究及び検証授業を実施し
た。

小中学校外国語教育推進事業
・ＡＬＴ２５名体制として、
各中学校に配置する。
・ＡＬＴ活用の充実も含め
て、授業改善のための支援を
行う。
・地域に根ざした外国語教材
を開発する。

タブレット導入事業
・タブレットＰＣを活用した
授業を充実させるための指導
方法の提示及びプログラミン
グ教育におけるタブレットPC
を用いた授業実践と研究を行
う。

教育情
報研修
セン
ター

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　5 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

2,875 2,947 2,725 2,793 2,839

2,848 2,656 3,032 2,691 2,839

656 706 732
・ファミサポ多子・ひとり
親世帯支援事業

365,325

656 690 732
・男女共同参画センター指
定管理料（ファミリー・サ
ポート・センター分）

9,600,000

162,672 211,476 158,340 162,708 167,640
・子育て支援センターの管
理運営

62,380,690

137,372 140,265 138,559 140,345 140,500
・子育て支援サービス利用
支援事業（基本型）

301,010

1,428 1,608 2,100 2,196 2,304
・障がい児通所支援事業
（障がい児相談支援）

42,798,127

1,172 1,415 2,021 2,460 3,159
・宮崎市障がい者基幹相談
支援・虐待防止センター事
業（療育等支援事業）

7,801,660

ファミリー・
サポート・セ
ンターの活動
件数（件）

2,656
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

15

平成29年度は高い
達成率であった
が、平成30年度
は、依頼件数の多
い利用者が減少し
た影響で、目標値
を達成できなかっ
た。

●援助会員と依頼会員の支え
あい活動（子どもの送迎や一
時預かり等）を通して、子育
て家庭の育児支援および高齢
の援助会員の活躍の場の創出
を行なった。
・援助会員獲得の有効な機会
である育児援助者養成講習会
の参加者数が前年度と比較し
て25人減少した。
・育児援助者養成講習を5回
（うち高齢者対象2回）実施
した。
・年度末時点の65歳以上の援
助会員数は200人(前年度比＋
30人)となった。

●市内35か所の地域子育て支
援センターで交流の場を提供
するとともに育児相談や各種
情報の提供を行なった。ま
た、子育て支援員研修を実施
し、職員の専門性向上に努め
た。

100.0%

活動件数については、依頼件
数の多い利用者（大口の依頼
会員）の数で大きく変動す
る。平成30年度はその影響が
顕著に現れたが、平成31年度
は目標値と同程度の実績が得
られるものと推測する。

●援助会員の獲得に向けて、
育児援助者養成講習会の参加
者数を増やすため、様々な機
会を通じて、ファミリー・サ
ポート・センター活動はもと
より、講習会開催の更なる周
知を図っていく。また、高齢
の援助会員をはじめ、会員が
活動しやすい環境を整える必
要がある。

●子育て支援サービスを必要
とする世帯がより適切なサー
ビスや施設を選択するため、
行政サービスをはじめ、民間
サービスの情報収集や関係機
関との連携が重要である。ま
た、子育て支援員が中心と
なって、母子保健コーディ
ネーターや保健センター等関
係機関との連携を密にし、子
育て親子の孤立化を防ぎ、地
域で子育てを支援する取組み
を実施していく。

・生き活き地域子育て活動
応援事業（ファミリー・サ
ポート・センター分）

1,836,000

子育て
支援課

ファミリー・
サポート・セ
ンターの援助
会員数（3月
31日現在）
（人）

598
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

16

目標値は達成でき
ていないものの、
実績値は順調に増
加した。

100.0%

平成30年度は目標値を達成で
きなかったが、会員数は順調
に増加している。平成31年度
は業績連動型指定管理料（会
員数の増加に応じて増額）を
導入しており、目標値を達成
できる見込みである。

地域子育て支
援センターの
延べ利用者数
（人）

140,265
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

17

目標値は達成でき
ていないものの、
実績値は増加に転
じた。

83.8%

幼稚園から認定こども園への
移行が進んで３歳未満児の認
定こども園の受け入れ枠が拡
大し、地域子育て支援セン
ターの利用者の減少傾向が継
続するもの推測する。

障がい児相談
支援延べ利用
者数（人）

1,415
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ
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○平成29年度まで
は目標値を下回っ
ていたが、平成30
年度実績値におい
て目標値を上回
り、順調に推移し
ている。

○相談支援事業において、障
がい児が障がい児通所支援を
利用するにあたり、自立した
日常生活又は社会生活を営む
ことが出来るよう配慮した利
用計画を相談支援事業者に作
成させ、また、事業者間の連
絡調整等を行った。

○市内３か所の児童発達支援
センターにおいて、発達が気
になる子や障がい児、その家
族を対象に療育支援や相談を
実施した。

○専門の職員が、障がい児等
のいる保育所等の職員に対し
支援に関する助言等を行っ
た。
・H30支援件数　863件

137.1%

○H29年度までは実績値が目
標値を下回っていたが、H30
年度実績値において、目標値
を超えており、H31年度にお
いても目標は達成する見込で
ある。

○相談支援事業者と連携しな
がら、サービスの必要性等を
勘案したうえで、利用者の
ニーズに則したサービスの支
給決定を行うとともに、実地
指導等を通じて相談支援専門
員の資質向上を図っていく。

○多様なケースに対応するた
め、研修等により児童発達支
援センターの職員の資質向上
を図るとともに、保健所等の
関係機関との連携を図ってい
く。

○学校や保育所等に対し、療
育等支援事業の周知を図り、
本事業を積極的に利用しても
らうことで身近な施設におけ
る療育支援等の充実を図る。

障がい
福祉課

子育て家庭
への生活支
援と相談機
能の充実

○ 乳幼児や小学生の児
童を有する子育て家庭の
育児を支援するため、地
域の会員同士で支え合う
ファミリー・サポート・
センター事業を推進す
る。
○ 地域子育て支援セン
ターの職員の専門性を高
め、情報の充実を図ると
ともに、保健所や保健セ
ンター等の関係機関との
連携を強化し、相談体制
を充実させる。
○ 総合発達支援セン
ターなど発達に障がいの
ある児童の受け入れ施設
の充実や、関係機関との
連携を強化し、早期療育
体制の強化に努めるとと
もに、早期相談や早期支
援において、重要な役割
を果たしている専門職員
に対し、研修の機会を提
供するなど、人材のスキ
ル向上を図る。
○ 子どもが、その置か
れた状況にかかわらず、
健やかに成長できるよ
う、学習支援や食事の提
供など、関係団体等によ
る居場所づくりの取組を
支援する。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　6 ①子育て支援の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業
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受診待機期間は3ヶ月を持続
し、発達障がい、医療的ケ
ア、重症心身障がい者への支
援を継続している。基幹相談
支援センターとして在宅障が
い児や保護者並びに施設職員
に対して技術的助言及び支援
を行った。
また、職員会議や研修等の人
材育成を行った。保護者学習
会や行事、外部の支援者向け
セミナーを実施し、情報共有
や学習の場を設けた。

発達支援センター開設後15年
以上が経過しており、施設本
体や設備及び備品の老朽化等
が進んでいるため、年次計画
等に基づき、改修や更新等を
行っていく。

・総合発達支援センター指
定管理料

397,441,000
親子保
健課

・子育て支援サービス利用
支援事業（特定型）

497,392

・跡江保育所子育て支援拠
点事業

2,585,383

20

◆課窓口に、保育士等の子育
て支援に係る資格を有する利
用者支援員を配置し、保護者
からの教育・保育や子育て支
援に関する相談に応じるとと
もに、ニーズに合った教育・
保育施設や子育て支援サービ
ス等の情報提供を行った。タ
ブレット端末（保育幼稚園課
に6台、総合支所地域市民福
祉課に各1台）を設置し、情
報発信の機能向上に努めた。

◆家庭や地域における子育て
機能の強化及び子育ての不安
感を緩和し、子どもの健やか
な育ちを支援するため、跡江
保育所で「地域子育て支援拠
点事業」を実施した。昨年度
の延べ利用者数は3,139人。

◆保育所入所において待機児
童が発生していることから、
今後も保育施設の空き状況を
把握し、保育ニーズとマッチ
ングを図っていく必要があ
る。利用者支援員の資質向上
を図るため、子育て支援に関
する知識の習得に努めていく
必要がある。

◆地域住民に身近な相談先で
ある公立保育所として、子育
て親子の孤立化を防ぎ、地域
での子育てをさらに支援して
いくため、地域子育て支援セ
ンターや認定こども園など多
様な関係機関との連携体制を
構築して、身近な相談窓口の
機能充実を図っていく。

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　7 ①子育て支援の充実



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

44.0 46.0 53.5 55.0 56.0

45.4 52.3 53.5 47.9 56.0

66.9 67.7 56.9 59.9 62.9

－ 53.9 56.9 60.7 62.9

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可
に向けた

検討

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可

敷地造成
敷地造成
（建築着
工）

実施
（造成完

了）

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可
に向けた

検討

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可

敷地造成
敷地造成
（建築着
工）

実施
（造成完

了）

・共同利用型病院運営費補
助事業

28,704,100

・在宅当番医制業務委託事
業

19,503,900

・夜間急病センター小児科
管理運営事業

18,897,775

・夜間急病センター管理運
営事業

3,316,524

・宮崎市夜間急病センター
指定管理料

433,368,880

・産科小児科等医療機関開
設及び継承支援事業

0

医療・福祉の充実

■ 地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにする。
■ 市民が安心して医療サービスを受けられるよう、医師や看護師等の人材の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。
■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るととともに、有資格者の就業に向けた取組を促進する。
■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進する。
■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進する。
■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。
■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進する。
■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

医療サービスに満足している人の割合（％）
53.5

（Ｈ29）
市民意識調査 100.0%

【H30】
救急医療体制や、医療の安全の確保に取組んだが、医療サービスの内容や実施主体が多
岐にわたるため、市民意識調査における目標値を達成することができなかった。
【H31】
引き続き、関係機関と連携して救急医療体制の確保に努めるとともに、医療相談窓口に
寄せられた相談事例を医療提供機関にフィードバックするなどの取り組みを通して、医
療の安全の確保を図り、目標値が達成できるよう取組んでいく。

保健医療課

「いつまでも在宅で生活したい」と思う人の割合
（％）

56.9
（Ｈ29）

市民意識調査 100.0%

【H30】
前年度より3.8％上昇し、目標値に達している。
【H31】
地域包括ケアシステムを推進していくなかで、在宅福祉サービスの周知が少しずつ図ら
れてきていることも１つの要因となっている。

長寿支援課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

高次医療
サービスの
提供

○ 宮崎市郡医師会病院
等の宮崎西インターチェ
ンジ周辺への移転を支援
し、地域の救急医療の中
核的な機能の向上を図る
とともに、災害時におけ
る救急患者の受け入れや
被災地の医療機関の支援
体制を確保する。

宮崎市郡医師
会病院の移転
支援の実施

―
企画政策
課調べ

21

平成30年10月から
市郡医師会が病院
建設に着工してい
る。

造成工事において、病院建築
の工程に遅延が生じないよう
建物建築部分の優先造成や北
側市道からの仮設道路の優先
築造等を実施した。

100.0%

切れ目のない高次医療サービ
ス提供を支援するため、造成
工事等の早期完成を目指す。

病院の開院に遅延が生じない
よう造成工事や南北交差点改
良工事および地下埋設物工事
等の適切な進捗管理を行う。

・宮崎市郡医師会病院の移
転支援

企画政
策課

夜間急病セン
ター開設日数
（日）

365
（Ｈ28）

366 365 365 365 366

保健医療
課調べ

22

　地域医療の安定
的な提供体制の維
持に努め、市民が
安心して必要な時
に良質かつ適切な
医療サービスを受
けられるよう、一
年を通した休日や
夜間における初期
救急医療を実施し
た。

・夜間や休日に発症した救急
患者の医療を確保するため、
各種救急医療事業を実施し
た。

・周辺の１市５町とも連携し
ながら、宮崎大学医学部小児
科に寄附講座を設置し、小児
医療に関心を持つ学生の教育
や、次世代を担う若い小児科
医の人材育成を進めるととも
に、小児医療体制の充実、小
児地域医療の維持確保を図っ
た。

・夜間における子どもの急な
発熱や救急時における対応方
法をわかりやすく示したガイ
ドブックを作成し、夜間急病
センター小児科の適正受診に
取組んだ。

100.0%

　宮崎市郡医師会病院に併設
されている夜間急病センター
内科・外科及び県立宮崎病院
に併設されている夜間急病セ
ンター小児科について、引き
続き指定管理による安定的な
運営に努める。

・医療の担い手不足や高齢化
が懸念される中、宮崎大学医
学部や医師会、県などの関係
機関と連携を図り、医師の確
保に努める。
・三師会施設の防災支援拠点
への移転に伴い、新たな救急
医療体制の構築及び災害時医
療体制の充実を図る。

保健医
療課

366 365 365 365 366

地域医療
サービスの
確保

○ 県や関係団体等と連
携して、医師や看護師等
の育成と確保を図るとと
もに、地域医療の安定的
な提供体制を維持する取
組を推進する。
○ 宮崎市郡医師会等の
関係団体と連携して、在
宅当番医制や夜間急病セ
ンターの運営など、休
日・夜間における初期救
急医療体制や高次の救急
医療体制を確保する。
○ 市民の健康に対する
意識の向上や各種健
（検）診の受診を促進す
るとともに、地域ごとの
人口分布や社会資源の状
況などの地域診断をもと
に、地域の特性に応じた
保健事業を実施し、市民
の健康増進や生活習慣病
等の重症化予防を推進す
る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　8 ②医療・福祉の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

26.0 29.0 25.0 25.0 25.5

24.1 23.6 24.3 － 30.0

・集団健康診査事業 73,619,775

・個別健康診査事業 236,643,488

・がん検診推進事業 24,874,301

・健康みやざきマイレージ
事業

5,916,698

・どこでもロコモ予防事業 1,923,981

特定健診受診
率（％）

23.6
（H28）

国保年金
課調べ
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2019年10月確定予
定

①特定健診・保健指導対象者
の拡大(35歳以上からの年齢
の引き下げ）
②がん検診との同時受診等利
便性を図り、特定健診を実施
③集団健診のネット申込実施
④健診未受診者への電話・ハ
ガキ・訪問による受診勧奨

117.6%

H31年度は健診自己負担金無
料化を予定している。設定し
た受診率（H31目標値）の約
5％の増加を見込んでおり、
目標値を達成すると考えてい
る。

・治療中で健診を受けていな
い人の割合が高いため、医療
機関との連携を中心とした受
診率向上のための取組を行う
とともに、未受診者への受診
勧奨も継続して実施する
・被保険者や医療機関が受診
勧奨しやすい対策などの環境
整備に努める

・特定健診・特定保健指導
事業

147,173,695
国保年
金課

胃がん、肺が
ん、大腸が
ん、子宮頸が
ん、乳がんの
５つのがん検
診の平均受診
率（％）

7.9
（Ｈ28）

9.0 10.0 11.0

健康支援
課調べ

24

・平成30年度は前
年度よりもハガキ
による受診勧奨の
回数を増加させ
た。また、市広報
で特集を組んだ
り、地域ごとの会
合（自治会や地区
民協）を活用した
検診の事業周知を
実施したが、受診
率の向上につなが
らなかった。
・検診に関して、
平成29年度からの
変更点はない。

・がん検診に関しては、平成
29年度から引き続き土日及び
夜間の検診を実施した。
・がん検診受診勧奨について
平成29年度は子宮・乳・大腸
のみだったが、平成30年度は
肺を加え、子宮は勧奨回数を
増加させた。
・乳がん検診に関して、８月
末にNHK番組「ガッテン！」
の企画と連動して受診勧奨は
がきを送付した。
・ガス展でブースを出展して
チラシ配布を行い、がん検診
受診の呼びかけを行った。
・健康みやざきマイレージ事
業に関しては、プロポーザル
を実施し、広報宣伝業務をテ
レビ宮崎商事に委託し、コン
ビニでのおしぼり配布やテレ
ビＣＭの放映などのＰＲに努
めた。なお、実績として平成
29年度の応募者数959名か
ら、平成30年度は1,789名に
増加した。

90.9%

・がん検診受診率向上に特化
した新規事業を立ち上げ、申
込方法に工夫をして新たな手
法を取り入れる他、コールセ
ンターを利用した電話受付等
も引き続き活用し、受診者の
利便性を高めることで申込者
の増加を見込んでいる。
・集団健診会場で同時に実施
している国保の特定健診が平
成31年度より自己負担無料と
なることもあり、相乗効果で
がん検診受診者が増加するこ
とが期待できる。
・事業開始から４年目に入っ
た健康みやざきマイレージ事
業が順調に市民の間に浸透し
てきたことから、健康に対す
る意識は確実に高まってお
り、検診に目を向ける機会に
なっていると分析している。

・がん検診の受診勧奨時期や
勧奨対象者の見直し、検診機
関との連携強化などに加え、
より効果的な受診呼びかけの
方法を模索する。
・健康みやざきマイレージ事
業に関して、さらなる周知に
努め、本事業がより多くの健
康無関心層に対する健康づく
りへの動機づけとして機能す
るように充実を図る。
・健康寿命の延伸に効果が出
ている他自治体の取組を研究
する。

健康支
援課

7.7 7.6 10.0

25

地域診断に基づき、各地域の
特性に応じた保健活動（地域
の健康課題に応じた健康相談
や健康教育等）を実施した。

地域の健康課題について、市
民を巻き込みながら、市民自
らの健康行動を促すための保
健活動の展開に向けた取り組
みを検討する必要がある。

・地域に寄り添う保健活動
展開事業

1,680,927
医療介
護連携
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　9 ②医療・福祉の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・認知症チームケアマネジ
メント推進事業

789,400

・認知症カフェ等推進事業 1,483,595

・認知症初期集中支援チー
ム推進事業

9,410,000

・認知症地域支援推進事業 10,419,957

・みんなで体操みんなで健
幸事業

18,570,814

・地域包括支援センター運
営事業

445,184,894

・生活支援体制整備等事業 17,211,622

・家族介護者交流事業 1,295,000

・認知症高齢者支援事業 1,365,310

・シニア応援ボランティア
事業

8,742,372

・生き活き地域活動応援事
業

3,394,114

・地域ケア会議推進事業 2,732,928

地域ケア会議
の開催数
（回）

101
（Ｈ28）

78 82 86 90 90

介護保険
課調べ

26

現在は１自治区で
複数の自治会をま
とめた小地域ケア
会議を開催し、そ
の他は個別ケース
の困難事例を中心
に取り扱う会議と
なっている。
また、平成30年度
から自立支援型地
域ケア会議が本格
実施となり、圏域
ケア会議から個別
ケア会議へシフト
してきた。

そこでは、関係者
同士の支援体制の
構築につながって
いる。また1回のケ
ア会議では質は高
い内容の協議を行
うことができてい
る。

92.2%

市全域を対象とし、基本的
に、週１回、年４５回程度の
自立支援型地域ケア会議の開
催を予定している。一方で、
自立支援型地域ケア会議以外
の会議は、個別ケースの支援
者が集まって行うものが主と
なり、特に、圏域ごとの会議
は開催されなくなって減少を
見込んでいる。また、東大宮
地区のみは小地域ごとのケア
会議を行っており、今後も同
様の形態を維持している。

103 101 59 67 83

自立支援型地
域ケア会議に
諮るケアプラ
ン件数（件）

－

12 144 192

介護保険
課調べ

27

先行的に参加して
いる6箇所の地域包
括支援センター及
び模擬会議に参加
した13箇所で作成
したケアプランを
自立支援型地域ケ
ア会議で検討した
実績値となってい
る。 100.0%

5月から全地区の地域包括支
援センターの作成するケアプ
ランをケア会議で検討してい
くこととしている。原則週1
回ペースで、19箇所ある地域
包括支援センターを4つのブ
ロックに分け、ケア会議を開
催し、1回当たり4件～6件を
検討する。

10 113 192

全地域への生
活支援コー
ディネータ－
の配置数
（人）

13
（Ｈ28）

13 13 13 13 13

介護保険
課調べ

28

第1層生活支援コー
ディネーター1人
(再任用)と第2層生
活支援コーディ
ネーター12人(再任
用4人と嘱託職員8
人)を配置した。

100.0%

平成30年度においても、第1
層生活支援コーディネーター
1人と第2層生活支援コーディ
ネーター12人を配置した。

9 13 13 13 13

地域包括ケ
アシステム
の構築

○ 地域の医療や介護等
に関係する団体や機関が
情報を共有し、連携して
取り組める環境を整備す
ることで、在宅医療や介
護の一体的な提供を図る
とともに、認知症のケア
をはじめ、多様な生活支
援や介護予防サービス等
が利用できる仕組みを確
立する。
○ 高齢者の健康増進を
図るため、高等教育機関
と連携するなど、介護予
防に重点を置いた取組を
推進する。
○ 地域包括支援セン
ターが作成する要支援認
定者のケアプランについ
て、医療や介護に係る多
職種（薬剤師、管理栄養
士、作業療法士など）
や、サービス提供事業者
の参加のもと、自立や重
度化防止に向けたケアマ
ネジメントを検討する
「自立支援型地域ケア会
議」の取組を推進する。
○ 関係機関や関係団体
等と連携し、介護に係る
人材の育成や質の向上等
を図るとともに、人材の
確保や定着に向けた取組
を推進する。
○ 高齢者の福祉施設等
におけるボランティア活
動や地域における生活支
援の取組などを支援し、
高齢者の社会参加を促進
する。
○ 地域資源や特性を生
かし、高齢者向けの住宅
サービスと連携するな
ど、地域の活性化に寄与
するＣＣＲＣの取組を検
討する。

○4月から5地区の地域包括支
援センター、1月から1地区の
地域包括支援センターを加
え、自立支援型地域ケア会議
を35回開催し、113件のケア
プランを検討した。他地区に
ついても、模擬会議を10月か
ら開始した。

○市ではＣ型サービス(短期
集中型の運動器機能向上、口
腔ケア、栄養ケア)事業の拡
充を行っている。事業に参加
した人の約7割が改善傾向の
結果が出ている。

○健康運動教室では住民主体
の地域型を拡充させ、延べ参
加者数が増加した。県立看護
大学と連携し、専門事業所に
対して健幸体操研修会も実施
し普及啓発を行った。

○シニア応援ボランティアの
活動内容を高齢者の外出支援
を追加し、活動を活性化させ
た。

○地域自治区ごとの地域ケア
会議で整理された地域の課題
を引き継ぐ形で、10地区にお
いて、第2層協議体が設置さ
れている。

○認知症サポーター養成講座
について、市広報、新聞、自
治会班回覧などにて広報を
行った。

○介護人材確保のため、資格
取得講習の費用を助成（28人
受講、うち12名就労）を行っ
た。

○自立支援型地域ケア会議を
全市域で実施することにして
いるが、地域包括支援セン
ターと介護保険事業所等との
更なる連携が課題となる。ま
た、ケアプランを作成するプ
ランナー、及び会議に参画し
ている専門職のスキルアップ
が課題にもなっている。

○健康運動教室の中でも、住
民主導の傾向が強まり地域か
らの新規団体が年々増加して
いるが、今後は、実人数を増
加させるため新規参加者の拡
大を目指し事業周知を行い、
事業に繋げていくことが課題
となる。

○高齢者の外出支援について
は、シニア応援ボランティア
の活動上の安全性の確保や活
動実績の確認方法などが課題
となりサロンのみに限定して
実施した。今後は、買い物や
通院等の外出支援ができるよ
う検討している。

○地域協議会やまちづくり推
進委員会（福祉部会等）、地
区社協、庁内の企画財政部、
健康管理部、地域振興部・総
合支所と緊密な連携を図り、
全地域自治区への第2層協議
体の設置を進める。

○認知症サポーターの養成を
各小中学校に広めていくこと
や更なる企業、商工会等の各
種事業所を増やしていくこ
と。地域での認知症の方の見
守りに加え、認知症関連事業
の支援者としての参画につい
ても課題となる。

○介護保険事業所等に従事す
る専門職が不足する状況が続
いていることから、引き続
き、介護人材を採用できるよ
う、資格取得講習の費用を助
成、資格取得者の現場復帰を
後押しする費用を助成するな
どの事業を進めていく。

介護保
険課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　10 ②医療・福祉の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・在宅医療・介護連携推進
事業

281,858

・地域包括ケアシステム啓
発事業

797,688

・介護認定審査会共同運営
事業

58,312,244

・成年後見制度利用支援事
業

11,652,919

・みんなでロコトレ推進事
業

439,448

・気づいて防ごう！脳力
チェック事業

420,968

30

・児童館・児童センターや
ファミリー・サポート・セン
ターみやざきと元気な高齢者
をつなぐコーディネーターと
して、市老人クラブ連合会内
に「子育て支援担当職員」が
配置されており、その人件費
等を補助。
・各地区老人クラブや若手委
員会への参加呼びかけや、児
童館・児童センターと近隣老
人クラブとのマッチングを
図った。
・赤江地区（赤江・本郷）と
住吉地区（住吉・北）を重点
地区として、働きかけを行っ
た。

・老人クラブ活動や地域行事
等と重なり、参加できない高
齢者もいたことから、計画的
に取り組めるよう各種団体と
互いに情報交換を行ったり、
連携を強化していく必要があ
る。
・各地域での活動が促進され
るよう、今後も若手委員等へ
の支援を行う必要がある。
・高齢により参加が困難な活
動もあるため、活動内容等の
精査が必要と考える。

・生き活き地域子育て活動
応援事業

1,890,000
長寿支
援課

31

高齢者向けの住宅サービスと
地域とのあり方について、地
域包括ケアシステムの構築の
中で、検討を行なっている。

高齢者向けの住宅サービスを
生活拠点とし、高齢者が地域
との関わりを持ちながら生活
を維持・継続できるよう、地
域包括ケアシステムの中での
仕組みと検討する。

◆ＣＣＲＣの取組の検討
企画政
策課

認知症サポー
ター養成者数
（累計）
（人）

12,840
（Ｈ27～
Ｈ28）

1,594 4,094 19,840 26,840 33,840

介護保険
課調べ

29

校長会での説明を
しているが、小中
学校では教育カリ
キュラムが変わ
り、授業単位が見
直され,授業時間に
組み込むことが厳
しい状況になった
ため開催依頼数が
減少した。

また、企業におい
ても開催数が減少
したため、養成者
数が減少した。

88.7%

過去の開催実績から、未開催
の小中学校への働きかけを行
う予定。新たな企業、業種へ
の働きかけを行っている。

介護保
険課

5,216 12,840 18,586 23,687 30,000

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　11 ②医療・福祉の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

6,896 8,132 7,848 8,244 8,652
・地域活動支援センターⅢ
型事業

14,860,715

6,544 6,827 7,914 9,372 10,580
・障がい者総合支援福祉
サービス事務事業

13,357,510

3,573 3,737 3,984 4,183 4,392
・宮崎市障がい者基幹相談
支援・虐待防止センター事
業

157,963,635

3,496 3,693 3,984 4,065 4,363 ・障がい福祉サービス事業 7,676,449,820 

18,500 19,300 19,000 19,500 20,000
・障がい者就労事業所魅力
アップ応援事業

5,000,000

18,320 18,964 19,191 - 19,200

障がい者の
自立と社会
参加の促進

○ 障がい者に創作的活
動や生産活動の機会のほ
か、就労に向けた訓練等
のサービスを提供し、障
がい者の自立と社会参加
を促進する。
○ 障がい者基幹相談支
援・虐待防止センターを
拠点に、各種福祉サービ
スの相談や利用支援等を
行い、障がい児者とその
家族の地域生活を支援す
る。 障がい者相談

支援延べ利用
者数（人）

6,827
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ

32

○平成29年度に続
き、平成30年度も
目標値を超えてお
り、順調に推移し
ている。

○相談支援事業において、障
がい者が障がい福祉サービス
を利用するにあたり、自立し
た日常生活又は社会生活を営
むことが出来るよう配慮した
利用計画を相談支援事業者に
作成させ、また、事業者間の
連絡調整等を行った。

○障がい福祉サービス事業に
おいて、障がい福祉サービス
事業者を通して、生活介護、
自立訓練、就労移行支援、就
労継続支援等の障がい福祉
サービスの提供を実施した。

○市内３か所の地域活動支援
センター（Ⅲ型）において、
障がい者へ福祉的就労や創作
活動の場を提供し、障がい者
の自立と社会参加を進めた。

○市内６か所の基幹相談支
援・虐待防止センターにおい
て、地域における障がい者等
の相談支援拠点として、障が
い者やその家族、支援者等に
対し、各種福祉サービスに関
する相談や利用支援、障がい
者の権利擁護に関する支援を
実施した。
・H30相談件数　16,017件

○市内３９か所の障がい者就
労支援事業所からなる一般社
団法人わくわくネットワーク
に補助を行い、販売力を向上
させるための共同販売会の開
催や、従業員の資質向上のた
めの研修会等を実施した。

122.3%

○H29に続き、H30実績値にお
いても目標を超えており、伸
びからみて、H31においても
目標は達成する見込みであ
る。

○相談支援事業者と連携しな
がら、サービスの必要性等を
勘案したうえで、利用者の
ニーズに則したサービスの支
給決定を行うとともに、実地
指導等を通じて相談支援専門
員の資質向上を図っていく。

○障がい福祉サービス事業に
おいて、安定したサービス提
供体制の維持を目指しつつ、
実地指導等を通じて、障がい
福祉サービス事業者との連携
を図り、併せて重症心身障が
い児・者や医療的ケアが必要
な障がい児・者に対応した提
供体制の整備を推進してい
く。

○在宅の障がい者の自立と社
会参加を促進するため、セン
ター等の周知を図り、利用の
促進に努める。

○地域における支援機能を充
実させるため、保健・医療・
福祉・教育等の関係機関との
連携を図る。

○障がい者支援等に関する研
修会等を実施し、相談支援事
業所や相談支援専門員等の資
質向上及び人材育成を図る。

○企業等からの請負実績や共
同販売会等での販売実績の増
加のために、わくわくネット
ワーク事務局に対し、より具
体的かつ継続的な活動を計画
するよう促す。

○わくわくネットワークに加
入している事業所に対し、来
年度開催される全国障害者芸
術・文化祭みやざき大会等を
契機に、オリジナル商品の開
発など販売力の向上に向けた
取り組みを促す。

障がい
福祉課

障がい福祉
サービスの支
給決定者数
（4月1日現
在）（人）

3,984
（Ｈ29）

障がい福
祉課調べ

33

○利用者は微増傾
向にある。

99.3%

○目標値ほどの伸びはない
が、着実に利用者数は増えて
いる状況にある。

就労継続支援
Ｂ型事業所の
平均工賃額
（月額）
（円）

18,964
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ

34

○実績については
H31.9確定予定

96.0%

○伸びが鈍化しているため、
最終年度の目標達成は不透明
な状況にある。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　12 ②医療・福祉の充実



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

72.3 73.0 73.5

72.3 75.4 73.5

310 310 315

310 306 311

60.0 70.0

33.3 70.0

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

0 100 10 30 50 ・空き家等対策推進事業 9,453

0 0 7 63 70
・空き家等対策推進事業
（まちなか地域モデル事
業）

4,485

居住環境の充実

■ 空き家等の既存ストックの流通を促すとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進する。
■ 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーへの取組などにより、環境負荷の少ない持続可能な社会の形成を図る。
■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を育成するなど、防災や減災に適切に対応できる環境を整備する。
■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進する。
■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。
■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、様々な活動団体等の連携を促進することで、自律性の高いコミュニティの形成を図る。
■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プランに即した取組を支援するとともに、地域資源を生かし、ビジネスの手法を用いて、課題の解決に向けた取組を促進する。
■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

居住環境に満足している人の割合（％）
72.3

（Ｈ29）
市民意識調査 100.0%

【H30】
地域の防犯パトロールや青少年指導委員等による防犯活動を支援し地域防犯体制を確保
するなど、安全安心なまちづくりの取組を推進した。また、宮崎市環境基本計画、宮崎
市住宅マスタープラン等に基づき居住環境の向上に資する取組を推進した。
【H31】
居住環境に関わる取組を維持・強化することで、目標値に達成すると思われる。

地域安全課
環境保全課
環境業務課
廃棄物対策課
建築住宅課

協働で行われている事業の数（事業）
309

（Ｈ28）
文化・市民活動課調べ 98.7%

【H30】
Ｈ30年度は、各課に協働推進員を設置したが、推進員への効果的な働きかけができず、
目標達成に至らなかった。
【H31】
平成31年度も、各課に協働推進員を設置するとともに、宮崎市市民活動支援補助金制度
の中の協働型のメニューを各課や団体に対し周知していくが、新規の協働事業は年間で5
件程度と見込んでいる。

文化・市民活動課

移住センターが関与した移住世帯の３年後の定着率
（％）

- 企画政策課調べ 100.0%

【H30】
 平成27年度（開所初年度）に移住した３世帯のうち、１世帯のみの定着（定住）にとど
まり、目標値を下回った。
【H31】
 移住センターにおけるフォローアップ体制を強化することにより、定着率を向上させて
いく。

企画政策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

既存ストッ
クの有効活
用

○ 関係団体等と連携し
て、空き家物件の情報収
集や提供を行うほか、空
き家バンクを運営すると
ともに、地域振興に資す
る事業への空き家の活用
や、モデル地区を設定し
て、空き家の改修費や家
賃等に要する負担を軽減
するなど、中古住宅の流
通の促進を図る。

空き家バンク
登録件数（累
計）（件）

0
（Ｈ27～
Ｈ28）

建築住宅
課調べ

35

 当概年度の登録目
標値を上回ったと
ころである。

【空き家バンク】
・空き家相談委託業者（宅地
建物取引業団体）と新たな契
約を締結したのを機に、空き
家バンクシステム改修を実
施。
　委託業者の持つ空き家の登
録データを空き家バンクへ反
映できるようになった。
　情報発信件数の増加と同時
に、業者仲介による利活用が
円滑に進むようになった。
・固定資産税納税通知封筒
に、バンク登録案内を掲載。
６月に一斉通知。

【空き家対策補助事業】
・青島モデル事業において、
家賃補助１８件、解体補助４
件を執行。空き家の解消を
図った。

・まちなかモデル事業におい
て、家賃補助２３件を執行。
空き家の解消を図った。

140.0%

　平成３０年度に３１年度目
標数まで達成し、今後も増加
する見込みである。

【空き家バンク】
・長期の管理不全空き家等は
不動産売買の対象から外れる
ことが多く、バンク登録は難
しい。
　対象物件の掘り起こしと、
所有者等へのバンク掲載働き
かけ及び仲介業者の協力が必
要となる。

【空き家対策補助事業】
・家賃補助を希望する世帯は
多く、移住促進や地域賑わい
の創生に貢献しているが、居
住先として集合住宅の空き室
を希望する場合が多い。
　いわゆる戸建て空き家の解
消に繋がっていないと考えら
れることから、まちなかモデ
ル事業を見直し、平成３０年
度で新規受付を終了する。

建築住
宅課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　13 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

36

自治公民館長や自治会長向け
の活動の手引きなどで制度の
周知を図っているが、相談や
補助の実績はなかった。

本事業は、宮崎市空き家バン
クに登録された空き家を借用
し、自治公民館として利用す
るための改修を対象としてい
るが、空き家バンクへの登録
物件は5件（H31.3月末時点）
と少なく、様々な条件（地元
の合意形成、物件選定、所有
者との調整など）が同時に整
う必要があることなどから、
これまで数件の検討実績はあ
るものの、補助の活用には
至っていない。
このため、本事業について
は、これまでの状況を踏ま
え、本年度で廃止することと
する。

・空き家再生補助事業（自
治公民館改修）

0
地域コ
ミュニ
ティ課

45,897 50,981 60,022 63,575 67,339

52,246 56,667 61,042 65,194 67,339

180 200 185 190 195

173 180 185 190 195

スマートシ
ティの取組
の推進

○ 気候の特性を生か
し、住宅用の太陽光発電
システムの設置に要する
費用の負担を軽減するな
ど、再生可能エネルギー
の有効な活用を図る。
○ 独自の環境マネジメ
ント規格に基づいて、環
境に配慮した活動を行う
事業者の環境マネジメン
トシステムの構築を支
援・認証することで、事
業者の自主的な環境保全
活動を推進する。

太陽光発電設
備導入容量
（10kW未満）
（3月31日現
在）（kW）

56,667
（Ｈ28)

資源エネ
ルギー庁
調べ

37

・目標を上回る実
績があった。

・住宅用の太陽光発電システ
ム設置費の一部補助を行っ
た。

100.0%

FIT制度の買取価格が下落傾
向にあるが、H31年度は、太
陽光補助に併せて蓄電池の設
置費補助も行う。これによ
り、更なる再生可能エネル
ギーの普及促進を図り、目標
達成に努める。

[課題]
・太陽光以外の再生可能エネ
ルギーの活用について、検討
していく必要がある。
[方向性]
・県と「再生可能エネル
ギー」や「革新的なエネル
ギー高度利用技術」の活用に
ついて検討するとともに、先
進自治体等の情報収集を行
い、新規事業化を目指す。

・太陽エネルギー利用機器
導入促進事業

20,446,955
環境保
全課

みやざきエコ
アクション認
証登録事業者
数（累計）
（事業者）

180
（～Ｈ28）

環境保全
課調べ

38

・５社が新規認証
を受けた。

・事業所説明会に参加する等
の周知に努めた結果、新規認
証事業所５社の確保に至っ
た。

100.0%

・今年度も新たな事業者へ事
業の周知を図り、少なくとも
新規５社の確保に努める。

・認証事業者の業種が、建設
業に集中（７０%）している
ため、様々な業種･業態への
周知･広報に努める。

・みやざきエコアクション
認証制度事業

1,342,056
環境保
全課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　14 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

82.0 83.5 85.0 85.5 86.0

83.6 84.8 86.2 87.0 88.0

95 95 95
・大規模災害時備蓄品整備
事業

8,798,632

・避難場所等環境整備支援
事業

3,932,818
危機管
理課

・総合防災訓練事業 1,027,128
地域安
全課

96.0 96.0 95.2 95.5 96.0 ・非常備消防活動事業 275,162,317

94.5 95.1 96.1 97.0 97.5 ・広域消防運営事業 454,768,406

42

自主防災組織８組織へ防災資
機材の交付を行った。また既
存組織へも未交付の防災資機
材の交付を行い資機材の充実
を図った。

高齢化の進展や自治会活動へ
の意識の希薄さなどから、組
織によっては自主防災活動が
停滞している組織が見受けら
れる。自治会連合会の総会や
新任自治会長研修会などの場
や班回覧及び出前防災講座を
活用し、未結成自治会へは自
主防災組織の必要性を、既存
組織へは地域防災訓練の手引
き書などを活用した、不断の
訓練の重要性を啓発する ・自主防災力向上対策事業 3,004,170

消防・
警防課

自主防災組織
の結成率（3
月31日現在）

（％）

84.8
（Ｈ28）

危機管理
課調べ

39

・自主防災組織の
新規結成が困難な
状況にある中、６
自治会で新規結成
された。

・地域防災コーディネーター
を中心に、自主防災組織の未
結成自治会に対して、新規結
成を働きかけた。

・地域の防災リーダーを育成
するため、防災士の資格取得
のための費用の一部を助成す
るとともに、住民主体の避難
運営訓練を主とした防災訓練
を実施した。

・食糧や飲料水をはじめ、災
害時に必要な資機材等の整備
を図るとともに、自治会等が
行う避難場所等の整備にかか
る費用の一部を補助し、避難
者等への支援体制の確保を
図った。

102.3%

・毎年自治会の消滅や自主防
災組織の解散が散見される
が、自主防災組織の結成率に
ついては毎年約１％ずつ上昇
している。

・自治会内の人的・物的な問
題から、自主防災組織の新規
結成を大きく増加させること
は困難な状況にあるが、地域
防災コーディネーターを中心
に、引き続き、未結成自治会
に対して粘り強く結成を促し
ていく。

・新規の防災士資格取得者を
増やすとともに、助成を受け
た防災士の地域での活動を活
性化させる必要があるため、
地域で活動しやすい環境整備
を図るとともに、地域での活
動が期待できる人を防災士と
して育成する仕組みを構築す
る。

・非常食や飲料水が宮崎市備
蓄基本計画に掲げる目標数に
達していないことから、計画
に従い、年次的に必要な物等
の整備を進める。

・地域防災リーダー育成強
化事業

422,000

地域安
全課

市の登録料の
助成を受けた
防災士の数
（人）

83
（Ｈ28）

危機管理
課調べ

40

・平成29年度は平
成25年度の助成開
始以来最低の助成
数となったが、平
成30年度は5名増加
した。

91.6%

・県危機管理局やNPO宮崎県
防災士ネットワークと連携
し、市の助成制度の案内を行
い周知が広がってきた。併せ
て、防災士の地域活動につな
がる人材育成のフォローアッ
プ研修に取り組んだ。今後
も、関係機関と連携し制度周
知と研修内容の充実を図る。

75 80 87

消防団員充足
率（翌年度4
月1日現在）
（％）

95.1
（Ｈ28）

消防局総
務課調べ

41

　目標値を達成し
ている。今後も消
防団員の確保、装
備の充実に努め
る。

・消防団員確保対策として、
あらゆるメディア等を活用し
て消防団員募集を行った。
・消防団音楽隊、ラッパ隊、
女性団員によるＰＲ活動を
行った。
・新基準の活動服を全団員に
整備した。
・常備消防と消防団との合同
訓練を実施し、災害対応力の
向上を図った。
・２町との広域連絡会議の開
催や合同訓練により、連携強
化を図った。 101.6%

・平成３１年４月、大規模災
害発生時のマンパワー不足対
策として、「大規模災害団員
制度」を導入し、消防団員Ｏ
Ｂや消防職員ＯＢを確保し
た。今後も基本団員を退団し
た者の入団が見込まれるた
め、充足率は上がる見込みで
ある。

・在勤者や通学者等の加入促
進を含めた消防団員確保対策
として、広報紙、ホームペー
ジ（ＳＮＳ・動画）、消防団
キャラクターを活用し、消防
団の知名度・イメージアップ
を図る。
　また、「消防団協力事業所
表示制度」や「学生消防団活
動認証制度」を積極的に活用
するなど、事業所や大学等へ
の効果的な周知を行う。
・常備消防との合同訓練や研
修を実施するとともに、国の
補助金を活用して救助資機材
等の整備を行うなど、消防団
員の災害対応力の向上を図
る。

消防・
総務課

防災対策の
推進

○ 地域防災リーダーを
育成し、防災訓練を実施
するなど、市民の防災意
識を高めるとともに、消
防団組織の充実強化を図
るほか、災害時における
備蓄品の配備や自主防災
組織に必要な資機材を整
備し、地域における避難
路や避難場所等の環境整
備を支援するなど、災害
時における避難者等への
支援体制を確保する。
○ 警防、予防、救急、
救助等の各分野の充実を
図り、適切に広域消防を
運営するとともに、資機
材等を計画的に整備・更
新し、広域消防体制の強
化を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　15 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

983 983 967 964 962 ・ごみ減量啓発事業 2,945

・家庭系生ごみ減量促進事
業

3,054

・資源物集団回収推進事業 5,142

100 100 100 100 100 ・こども５Ｒ学習事業 2,075,364

100 100 100 100 100 ・河川浄化対策事業 3,578,401

・水質汚濁防止対策事業 3,556,251

市民１人１日
あたりのごみ
排出量（g）

970
（Ｈ28）

廃棄物対
策課調べ

43

台風災害で発生し
たごみが増加した
ことから、目標を
達成することがで
きなかった。

※ 目標値及び実績
値の算定の基礎と
なる人口を、Ｈ28
までは現住人口と
していたが、Ｈ29
以降は国の算定に
合わせ住基人口と
した（Ｈ27及びＨ
28の実績値は、住
基人口による数値
を括弧書きで併記
している）。

・市が委嘱している「ごみ減
量アドバイザー」や自治会か
ら選任された「分別大使」の
活動により、地域に根ざした
ごみ減量とリサイクル推進の
意識向上を図った。
・自治会未加入者への啓発活
動として、子育て支援セン
ターで若い母親への分別説明
会を実施した。また、環境
フェスタや地区文化祭等のイ
ベント、市広報や回覧板等で
の啓発を実施した。
・子どもへの啓発として、小
中学校でごみ減量とリサイク
ルに関するごみ減量・分別学
習を実施した。
・生ごみの自家処理を推進す
るため、電動生ごみ処理機の
購入補助や生ごみ処理器の支
給に加え、生ごみ処理器の使
用状況に関するアンケートを
行い、使い方研修会やコンポ
スト現地見学会を実施した。
・モデル事業として、薫る坂
自治会で新方式の資源物集団
回収を開始するなど、資源物
集団回収事業を推進した。
・ごみ減量の意識を高めるた
め、「ごみ減量モニター事
業」を２地域自治区で実施し
た。

100.0%

現在の取組を継続し、目標値
を達成する見込みである。

・子どもへの啓発を発展させ
るため、ノウハウを蓄積して
いく必要があり、また未就学
児や小中学生を対象にしたご
み減量・分別学習に取り組
み、子どもの時期から、資源
の循環についての意識を高め
る活動を行う。
・商業施設での啓発活動を取
り入れるなどして、自治会未
加入世帯への啓発をさらに進
め、市民全体でごみ減量とリ
サイクル推進の意識向上を図
ることが必要である。

環境業
務課

993
（980）

981
（970）

952 993 962

公共用水域環
境基準
（BOD）達成
率(％)

100
（Ｈ28）

環境保全
課調べ

44

公共用水域の水質
測定地点のBOD値
は、いずれも環境
基準値以下となっ
ている。

・公共用水域の常時監視を実
施し、水質状況を把握した。
・事業場への立入検査を実施
し、排水基準を遵守するよう
指導を行った。
・河川浄化推進員による河川
のパトロールや各地区の河川
浄化推進協議会の支援、また
河川浄化の啓発等を行い浄化
運動を市民、事業者、行政が
一体となって推進した。

100.0%

・公共用水域の常時監視にお
ける水質結果は、水質に大き
な変化はなく横ばいの状況で
推移している。

・公共用水域の環境基準を維
持できるよう関係機関と連携
して取り組んでいく。
・今後とも事業所の立入検査
を計画的に実施して、事業者
に対し指導に努めていく必要
がある。
・地域住民や事業者が主体と
なった河川浄化の取組を連携
して支援していく。
・更なる水質改善に向け、
国、県、流域自治体と連携
し、大淀川上流域での河川浄
化の取り組みを推進していく
必要がある。

環境保
全課

環境保全の
推進

○ ごみの減量やリサイ
クルを推進するため、環
境教育や啓発活動等を行
うとともに、家庭におけ
るごみの分別や減量化の
取組、地域における資源
物回収などのリサイクル
活動を支援する。
○ 市民や事業者、関係
機関、関係団体が一体と
なって、河川浄化の取組
を推進し、水質の維持・
改善を図る。
○ 森林所有者による間
伐や植林の取組を支援す
るとともに、市産材を活
用した木造住宅の建築を
促すなど、木材の需要拡
大を推進し、森林の公益
的機能の確保を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　16 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

15 35 55 75 100

16 28 37 49 67

170 170 113 145 170

172 123 137 135 162

340 340 309 309 340

418 309 295 260 290

48

・エコクリーンプラザみやざ
きに搬入されたごみは、リサ
イクル施設で資源物の分別回
収を行い、リサイクル可能な
ものについては適正にリサイ
クルを行った。
・環境学習施設を活用し、一
般来館者や小中学生を対象と
した環境学習、啓発活動に取
り組んだ。

・リサイクル施設へ搬入され
る、エコクリーンプラザみや
ざき開設時にはなかったゴミ
への対応。
・環境学習施設を最大限に活
用した環境学習、啓発活動へ
の更なる取り組み。

・エコクリーンプラザみや
ざき運営委託事業

2,392,365,000 
廃棄物
対策課

49

「石崎川水系」の浄化推進協
議会を主催し、地元小学生に
よる稚魚放流、啓発品配布に
よる啓発活動に取り組んだ。
「一ツ瀬川水系」の協議会に
参加し、河川監視や上流ダム
における濁水対策設備の視察
を行うとともに、啓発品配布
による啓発活動に取り組ん
だ。

河川環境の保全を推進するた
め、地域住民の意識向上や水
質事故時の連絡体制整備が必
要である。
引き続き、地域住民への啓発
活動や、関係機関等との協力
体制の整備を行い、河川浄化
活動を推進する。

・河川浄化対策事業 472,000

佐土
原・地
域市民
福祉課

宮崎市産材関
連事業を活用
した住宅戸数
（累計）
（棟）

28
（Ｈ27～
Ｈ28）

森林水産
課調べ

45

申込件数は14件
あったが、個別の
事情により取下げ
があり、完成に
至ったのは12件で
あった。

市産材の利用拡大や森林保全
に努めることにより、林業の
振興および公益的機能の発揮
を図ることができた。

・市産材を利用して新築住宅
を建設された方に対し、建築
費の一部補助を行った。（上
限40万円）
・事業に申し込んだ方に対し
市産材（認証材）の講習を実
施し、森林認証制度や市産材
に対する理解を深めた。
・広報誌、市ホームページ、
モデルハウスでのチラシ配布
を行うなど、事業の周知に努
めた。
・年度中に複数回募集期間を
設けるなど、市民が取り組み
やすい事業運営に取り組ん
だ。

・市有林において国の森林整
備事業を活用し、他のモデル
となるよう計画的な森林施業
を行った。

・国の森林整備事業を利用し
た間伐及び植林に対し、10%
の上乗せ補助を行い、森林施
業の促進を図った。

67.0%

県内の住宅着工件数は減少傾
向にあり、それに伴い事業の
申込み件数も減少傾向にあ
る。
着手から完成までを年度内に
完了させる必要があり、タイ
ミングが合わないと事業を活
用できないため、実績が伸び
悩んでいる。
また、事業を活用しようとす
ると、市産材を一定割合以上
使用する必要があり、元々安
い外国産材で検討されていた
場合は補助を受けても建築費
が割高となりメリットを感じ
にくい。

植林がなされなければ、山が
荒れるだけではなく、公益的
機能の維持が困難になる。森
林経営管理法に基づき、経営
管理のなされていない森林を
解消することで公益的機能の
維持を図る。

・木材の需要拡大を推進する
ため、住宅への補助を行うだ
けでなく、森林の持つ公益的
機能や、木材の魅力について
啓発活動に取り組み、関心を
高めることが重要である。

・再造林率は増加傾向にあ
り、今後も再造林率を向上さ
せる取組みを推進していきた
い。

・宮崎市産材利用促進事業 3,990,000

森林水
産課

植林面積
（ha）

123
（Ｈ28）

森林水産
課調べ

46

伐採面積が減少傾
向にあることか
ら、目標値には届
いていない状況で
ある。
提出された伐採届
に記載された伐採
面積（転用を除
く）に対する植林
の割合は増加して
いる。

95.3%

伐採面積は減少傾向にあるも
のの、再造林率は増加傾向に
あることから、植林面積は
162haとなる見込みである。

・新しい森づくりモデル事
業

918,000

伐採面積
（ha）

309
（Ｈ28）

森林水産
課調べ

47

平成30年度は台風
被害の影響で伐採
実施面積が減少し
た。
提出された伐採届
に記載された伐採
面積（転用を除
く）に対する植林
の割合は増加して
いる。

85.3%

伐採面積が減少傾向にあるこ
とから、平成31年度は平成29
年度より若干の減少になると
想定している。（平成30年度
は台風被害のため比較対象か
ら除外）

・間伐・植林促進強化対策
事業

3,921,000

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　17 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

2,200 2,325 2,162 2,200 2,250
・地域コミュニティ活動交
付金事業

81,161,613

2,181 2,169 2,162 2,207 2,250 ・自治会加入促進事業 206,200

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

・自治会助成事業 192,126,823

・まちづくり人材育成事業
「宮崎まちびと大学校」

2,673,999

・地域のお宝発掘・発展・
発信事業

50,627,348

56.2 57.2 56.0 57.0 58.5

56.2 56.3 56.0 55.2 55.2

地域まちづく
り推進委員会
の委員数（5
月1日現在）
（人）

2,162
（Ｈ29）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

50

担い手が固定化
し、高齢化も進む
中、大半の地域
で、横ばい、また
は減少となってい
るが、一部の地域
では、各種団体等
への加入促進の取
組により、委員数
が増加している地
域もある。

100.0%

担い手が固定化、高齢化する
中で、委員数を増やしていく
ことは難しいが、多様で高度
化する課題に対応するには、
様々な人材が地域のまちづく
りにかかわっていく必要があ
る。

地域魅力発信
プラン実現の
ために新たな
事業に取り組
む地域自治区
数（地域自治
区）

全地域自治
区

（Ｈ28）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

51

地域魅力発信プラ
ンへの認識が深ま
り、全ての地域自
治区でプランを意
識した取組が行わ
れている。

100.0%

地域魅力発信プランの認識を
高め、取組の実効性を高めて
いくために、適切に事業を評
価し、新規事業の構築や既存
事業の見直しにつなげていく
必要がある。

17/20

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

17/20

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

20/22

※地域コ
ミュニ

ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

21/22

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

22/22

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

自治会加入率
（6月1日現
在）（％）

56.0
（Ｈ29）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

52

住民の地域に対す
る関心や住民相互
のつながりが希薄
化する中、自治会
加入率の低下や担
い手不足が課題と
なり、減少してい
る。

94.4%

住民の地域に対する関心や住
民相互のつながりが希薄化す
る中、目標値の達成は厳しい
状況である。

地域コミュ
ニティの活
性化

○ 自治会等の地域活
動、ボランティアやＮＰ
Ｏ等の市民活動のほか、
地域まちづくり推進委員
会の活動を支援するな
ど、地域魅力発信プラン
に資する取組を促進する
とともに、地域との協働
により、地域資源を生か
した取組を推進する。
○ 多様で高度化する地
域課題の解決に向け、ま
ちづくりを担う人材の育
成を支援するとともに、
専門性を有する人材がま
ちづくりにかかわり、地
域の多様な主体による連
携や経営の視点を含めた
取組を促進することで、
地域や住民ニーズに合っ
た公共サービスの提供に
つなげるなど、自律性の
高いコミュニティの形成
を図る。
○ 教育機関や関係団体
等と連携して、消費者教
育に係る講座等を開催す
るとともに、消費生活に
関する相談や苦情等への
対応を行うことで、市民
の安全・安心な消費生活
の確保を図る。

・地域魅力発信プランの実現
に向け、自立性や継続性のあ
る取組を支援するため、28年
度から「地域のお宝発掘・発
展・発信事業」を実施してい
る。地域協議会が事業を採択
しているが、28年度が2地
域、29年度が14地域、30年度
が6地域でスタートし、全て
の地域自治区で取り組まれて
いる。30年度からは、特定の
課題等に対応するため、地域
協議会に一部の委員で構成す
る専門委員会の設置を可能と
しており、お宝事業の実施者
に対して、自立性や継続性の
確保に向け、指導や助言を行
いやすい環境を整備してい
る。
・28年度から、経営的視点な
どを取り入れ、まちづくりの
リーダーを育成する「宮崎ま
ちびと大学校」を開講してい
る。30年度までに、基礎コー
ス（1年：H28～H30）の受講
者82名のうち57名、応用コー
ス（1年：H29～H30）の受講
者25名のうち24名が修了して
いる。
・30年度は、地域まちづくり
推進委員会連絡会を3回開催
し、相互に課題を共有すると
ともに、取組における連携を
深めるため、事例の発表や意
見交換を行っている。
・市広報、校長会や職員研
修、大学の新入生オリエン
テーションにおける説明、競
争入札参加資格審査申請受付
時のリーフレット配布などに
より、（通称）きずな社会づ
くり条例の周知を図り、地域
活動への参加を呼びかけた。
・移住センターにおいて、自
治会紹介カードを使い、移住
者を自治会へ取り次ぐ取組を
行っている。
・市自治会連合会との協働に
より、不動産関係団体と意見
交換を行い、入居契約時の自
治会加入案内について、検討
を進めている。
・中高層建築物建築の際に建
築指導課に提出される届出を
もとに、自治会、建築主、地
域自治区事務所に対し、自治
会加入促進につなげてもらう
ため、情報提供を行った。
・自治会加入世帯が増加した
自治会に対し、増加数に応じ
た補助金を交付し、自治会の
勧誘活動を奨励した。

・「地域のお宝発掘・発展・
発信事業」は、事業の自立性
や継続性を高めるため、地域
協議会におけるフォローアッ
プをはじめ、スキルやノウハ
ウを有する専門人材のかかわ
りが重要になっている。31年
度は、関係部局と連携し、地
域まちづくり推進委員会や
「地域のお宝発掘・発展・発
信事業」の実施者を対象に、
財政支援だけではなく、人的
支援に重点を置き、セミナー
の開催やアドバイザーの派遣
などの新たな事業に取り組
む。

・地域住民の意見調整や政策
決定を行う地域協議会と事務
局を担う地域自治区事務所の
機能強化を図るため、各部局
が有する地域の情報や課題を
地域自治区事務所に提供する
仕組みを構築していく。

・地域まちづくり推進委員会
では、担い手が固定化し、高
齢化も進んでいるが、地域課
題も多様で高度化する中で、
地域で解決するには、専門性
や開放性が求められ、ボラン
ティアを前提とした地域コ
ミュニティ活動交付金を見直
していく必要があるため、評
価委員会の報告書を基に、交
付金の使途の見直しを行う。

・市民が主体となったまちづ
くりを推進するためには、地
域住民組織の活性化を図る必
要があるため、市民に対し、
条例のリーフレットや市広報
などの活用により、条例の周
知を図るなかで、地域住民組
織の活性化の必要性を周知し
ていく。

・近年の価値観や生活様式の
多様化及び高齢化などに伴
い、住民の地域に対する関心
や住民相互のつながりが希薄
化する中、自治会をはじめと
する地域住民組織における加
入率の低下や担い手不足が課
題となっているため、新たな
自治会加入促進策を展開し、
自治会活動の活性化を図って
いく。

・自治会加入促進がより一層
図られるよう、現行の補助制
度の見直しを検討するととも
に、自治会加入率低下の主要
因の一つであると推測される
マンション等の集合住宅にお
ける自治会のあり方につい
て、研究を進める。

地域コ
ミュニ
ティ課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　18 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

53

【消費者教育】
消費生活出前講座を48回実施
し、延べ1994名が受講した。

【消費生活相談】
消費生活相談　2,084件
内多重債務　　181件
その他 235件
消費生活無料法律相談 113件

【消費者教育】
　幅広い年代で消費者トラブ
ルが発生しており、各世代に
対応した消費者教育が十分に
行き届いていない現状があ
る。今後、民法の成年年齢の
引下げ等も施行されることか
ら、教育委員会と連携しなが
ら若年層への消費者教育の実
施を目指す。
【消費生活相談】
　消費者トラブルは、年々多
様化・複雑化しており、その
相談に対応するための知識習
得が常に必要である。様々な
消費者トラブルに対応するた
め、研修への参加により消費
生活相談員のレベルアップ等
を図る。

・消費者行政推進事業 2,106,263 生活課

・宮崎市市民活動支援基金
活用事業

2,931,969

・宮崎市民活動保険運営事
業

945,040

・市民活動センター指定管
理料

24,548,000

・史跡・埋蔵文化財公開活
用事業

2,873,343

・民俗芸能伝承事業 90,516,000

・宮崎城跡保存整備事業 8,167,527

54

市民活動支援基金活用事業で
は、市民活動補助金を始業
期・成長期コースを１１件、
まちづくり環境整備コースを
1件交付した。
また、市民活動保険制度につ
いては、８件に対し給付し
た。
また、市民活動センターを運
営し、市民活動を行う団体に
対し、活動の場の提供や相談
業務など総合的な支援を行っ
た。

市民活動補助金を活用して頂
くため市民活動団体向けの周
知を行うとともに、市民活動
センターの運営については、
利用者アンケートを行い、市
と指定管理者で課題を共有
し、連携を図りながら、市民
活動センターの機能を強化し
団体にとって利用しやすいセ
ンターにしていく必要があ
る。

文化・
市民活
動課

55

【公開活用】
年間を通して文化財の普及活
動を行った。具体的取組とし
て、遺跡について学ぶ見学
会、埋蔵文化財センターの役
割を紹介する施設公開、山城
での戦国体験イベント、各種
歴史講座、展示等を開催する
ことで、市民の文化財に対す
る興味・関心を高めることが
できた。
【民俗芸能】
地域で唄い踊り継がれてきた
民俗芸能の保存・顕彰を行う
ため、保存団体との伝承活動
に要する経費の一部を助成す
るとともに、「みやざき民俗
芸能まつり」を開催し、市民
への民俗芸能の理解と認識を
高め、民俗芸能の保存・伝
承・後継者育成の促進を図っ
た。
【宮崎城跡】
本市を代表する中世の山城で
ある宮崎城跡について、樹木
伐採などによる破壊行為から
保護することができ、地権者
への説明会を行うなど国文化
財指定に向け具体的な動きが
始まった。

【公開活用】
20代から50代の参加者が少な
いため、その世代に参加して
もらえるようなイベントの企
画、広報等の実施が必要であ
る。そのため、市民に文化財
への興味・関心を持ってもら
うための普及活動を継続して
実施する。また、親子連れを
ターゲットとしたイベントを
増やし、現役世代(20代～50
代)が参加しやすい工夫を検
討する。
【民俗芸能】
民俗芸能の伝承活動を推進す
るうえで、後継者不足が課題
となっており、市民の民俗芸
能への理解を広く求めていく
ことが必要である。「みやざ
き民俗芸能まつり」を発表の
場として提供し、多くの市民
へ紹介するとともに、後継者
育成の支援に努める。
【宮崎城跡】
国文化財指定にあたっては、
土地の改変に許可が必要にな
るなど、土地に対する制限に
ついて宮崎城跡の地権者や相
続人に理解を得ながら同意を
いただくことや、宮崎城の魅
力を広めていくことも必要で
ある。

文化財
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　19 ③居住環境の充実



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

10 25 45 70 100

3 38 100 134 170

50 85 630 650 680

134 622 864 888 900

移住・定住
対策の推進

○ 移住センターを拠点
として、雇用や住まい等
に係る官民のネットワー
クを構築し、移住希望者
に対する相談窓口や情報
提供の一元化を図るな
ど、移住希望者の関心を
高める取組を推進する。
○ 移住希望者のニーズ
に適切に対応するととも
に、移住アンバサダーや
関係団体等と連携して、
移住者のフォローアップ
を行うなど、移住者の定
着を図る。

移住センター
が関与した移
住世帯数（累
計）（世帯）

38
（Ｈ27～
Ｈ28）

企画政策
課調べ

56

大都市圏在住の移
住希望者を対象と
した独自イベント
の開催や、県主催
の移住相談会への
ブース設置等によ
り相談件数、移住
世帯数ともに目標
値を大幅に上回っ
ている。

・移住希望者からの相談への
移住コンシェルジュによるき
め細かな対応
・ＳＮＳ等を活用した効果的
な情報発信
【Facebook投稿254回】
・移住者への協力に賛同する
企業・団体等による移住アン
バサダーによる移住後のフォ
ロー体制の構築
【アンバサダー登録総数91団
体】
・大都市圏でのイベントでの
市のＰＲ及び移住希望者から
の相談対応(5回)

170.0%

これまでの移住センターの取
り組みによって、認知度及び
信頼度が向上し、相談者数及
び移住者数の増加つながって
いる。
目標値は達成できる見込みで
ある。

・移住を推進するための就
業、起業支援の強化
・移住者が定住するための移
住後のフォローアップ強化

・IJU（移住）促進事業 10,078,740
企画政
策課

移住センター
における移住
希望者の相談
件数（件）

622
（Ｈ28）

企画政策
課調べ

57 132.4%

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　20 ③居住環境の充実



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

高校 46.64
大学 38.96

高校 44.98
大学 37.22

高校 43.32
大学 35.48

高校 41.66
大学 33.74

高校 40.0
大学 32.0

高校 46.8
大学 39.9

高校 43.6
大学 41.2

高校 44.5
大学 41.1

高校 43.7
大学 37.1

高校 43.0
大学 37.0

高校 56.36
大学等 49.46

高校 58.2
大学等 50.42

高校 60.68
大学等 51.38

高校 62.3
大学等 51.6

高校 65.0
大学等 53.3

高校 56.1
大学等 45.7

高校 56.8
大学等 48.2

高校 58.1
大学等 43.9

高校 59.1
大学等 45.0

高校 60.0
大学等 46.0

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

30.7 31.2 29.4 29.9 30.4
・地元とつながる人材育成
支援事業

1,897,886

32.0 28.9 30.0 29.9 30.4

10.0 10.0 15.0

1.0 22.0 25.0
・宮崎県立本庄高等学校の
魅力を向上させる取組の検
討

43,200

人材の育成

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人材を育成する。
■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人材の育成を促進する。
■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を促進する。
■ 新規就農者の生産性を向上させる仕組みを構築するほか、農業法人等における雇用を確保するなど、新たな担い手や後継者を育成する取組を推進する。
■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていく。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

県内就職した新規学卒者の３年以内の離職率（％）
高校 43.6
大学 41.2
（Ｈ28）

宮崎労働局調べ

高校
93.0％
大学

86.5％

【H30】
目標値には達していないものの、関係機関と連携した取組等により、離職率が高卒、大
卒ともに減少し、定着が図られている。
【H31】
高校については、前年度からの傾向を踏まえ43.0％とし、大学については、H30から4％
改善された状況が維持できるよう37.0％と見込む。
改善傾向は続いていること、さらに、離職率の数値については年度によるばらつきがあ
り長期的なスパンで捉える必要があることから、引き続き関係機関と連携した取組みを
進め、離職の低減を図っていく。

商業労政課

県内新規学卒者の就職内定者のうち県内就職内定率
（％）

高校 56.8
大学等 48.2
（Ｈ28）

宮崎労働局調べ

高校
92.3％
大学

86.3％

【H30】
目標値には達していないものの、関係機関と連携した取組等により、県内就職率が高
卒、大卒ともに増加している。
【H31】
前年度からの増加傾向を踏まえ、それぞれ60％、46％と見込む。
取組がすぐに大きな効果として表われにくい面があるが、高卒の数値は増加傾向が続く
など、関係機関と連携した取組等の成果も見られていることを踏まえ、粘り強く取組み
を継続していく。

商業労政課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

キャリア教
育・学び直
しの場の提
供

○ 高等教育機関等が中
心となり、地元の教育機
関や企業と連携するな
ど、キャリア教育や学び
直しの場を提供する取組
を支援する。

県内高校生の
県内大学・短
大への進学率
（％）

28.9

学校基本
調査（文
部科学
省）

58

本市と地元の教育
機関との連携によ
り、学生や保護者
等の地元への関心
が高まり、県内高
校生の県内大学等
への進学率は昨年
度と同様、3割程度
を維持するととも
に、目標値を達成
している。

市内の大学等が実施した、学
生の地元定着（就職）を目的
とする取組（3大学等）に対
して助成を行った。
具体には、若者の就職に関す
る意識を明らかにするための
アンケート調査の実施・分析
や、地元企業の魅力を探るた
めの学生の企業訪問、地元企
業で働く人々への学生による
インタビューなどが実施され
た。
助成事業の実施により、学生
の地元志向が高まるととも
に、学生の地元定着に関する
大学等の意識向上につながっ
た。
このほか、若者の地元定着を
図るため、本市が構成員とし
て参画する「本庄高校魅力化
推進協議会」において協議・
決定した取組を実施した。

100.0%

今後も地元の教育機関との連
携をより一層図るとともに、
「地域との協働による高等学
校教育改革推進事業（文部科
学省）」の指定校である宮崎
南高校をモデル校として、地
元の教育機関や企業との連携
を支援する。

市内の大学等や専門高校（職
業系高校）において地元定着
に向けた取組が行われている
が、特定の企業との連携に留
まっていたり、地元定着に結
びついていないなどの現状が
ある。
また、市内の企業団体や事業
組合（商工会議所、経営者協
会等）もそれぞれに人材確保
に受けた取組を行っているが
高校や大学等との更なる連携
が必要であることから、平成
30年度からは地元の企業団体
や事業組合が主体となって高
校や大学等と連携して行う取
組にも助成事業の対象を拡大
した。今後も対象の拡大につ
いて検討を行うとともに、地
元企業のニーズに応じた人材
育成を行いたい学校と、認知
度の向上を図りたい企業等の
連携を促進し、より効率的で
効果的な若者の地元定着の取
組を促進していく。
本庄高校の魅力を向上させる
取組については、「本庄高校
魅力化推進協議会」の活動と
連携し、魅力化の気運醸成に
繋がるものとなるよう検討を
行っていく。

企画政
策課

市の支援する
地元定着事業
を活用した地
元就職を希望
する学生（県
内出身者）の
増加率（％）

－
企画政策
課調べ

59

助成対象事業につ
いては、事業の目
的を達成し得る取
組の選定に努め
た。
結果、効果的な取
組が実施され、市
の助成事業を活用
した取組による県
内出身学生の県内
就職希望者の増加
率は、目標値を大
きく上回った。

166.7%

今後も助成の目的を達成し得
る取組の選定に努めるととも
に、企業団体等に対し本事業
の周知を図ることで、更に実
効性のある事業となるよう推
進していく。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　21 ④人材の育成



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

20 40 92 136 180

28 56 87 147 193

17 34 51 ・ＩＣＴ産業活性化事業 4,073,613

5 20 37
・高度ＩＣＴ技術者雇用促
進事業

7,103,162

62

　大学等の教員4名に対して
助成を行った。
　地域自治区を基礎とした協
働の地域づくりのあり方や小
学校プログラミング教育な
ど、本市の地域課題や行政課
題の解決に資する調査・研究
がなされた。

　本年度より学生の研究に対
する支援を目的に、助成対象
に学生枠を設けたが、応募は
なかった。
　学生の応募については、制
度の周知を広く行うととも
に、応募しやすいように応募
方法等の見直しを行う。
　また、全体的な方向性とし
て、より行政課題の解決に即
した研究を行うことができる
ようにあり方を検討していく
必要がある。

・地域貢献学術研究助成事
業

5,992,498
企画政
策課

地域や企業
ニーズに対
応した人材
の育成等

○ 高等教育機関が実施
する地域課題や地元企業
のニーズに合った調査研
究を支援する。
○ 専門機関が実施する
研修や訓練等への地元企
業の参加を支援し、経営
者や従業員の経営能力や
技能等の向上を図る。
○ 地元企業におけるマ
ネジメント層などの人材
の育成や、高度人材の外
部からの登用を支援し、
産業の活性化や雇用の促
進を図る。
○ 専門的知識やスキル
を習得する講座や研修等
を実施し、不足する産業
分野の人材の育成を図る
とともに、雇用の安定的
な確保につなげる。
○ 地元企業に就職した
若い世代の早期離職を防
ぐため、企業のマネジメ
ント層に対し人材の育成
や活用に関する研修を実
施するなど、若い世代が
継続して就業しやすい環
境を整備する。

市が支援する
就職セミナー
等を受講して
就職した人の
数（累計）
（人）

56
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

60

累計、単年度とも
に実績が目標を上
回った。

・宮崎高等技術専門校が実施
する職業訓練に対し助成を行
い、人材不足や技能の継承が
大きな課題となっている建設
業に係る技能者の育成を図っ
た。
・H29年度から宮崎市『夢。
創造』協議会において、採用
力を高めるための企業向けセ
ミナーや、ＩＣＴ関連を中心
に企業のニーズを踏まえた求
職者向けの講座等を集中的に
実施している。
・いずれのセミナーや講座等
についても、計画数を上回る
参加があり、実際に採用につ
ながった件数等も概ね想定に
近い実績を見込んでいる。

107.2%

宮崎市『夢。創造』協議会に
おいて国の事業を受託し、集
中的な取組みが行われている
ため、実績も順調に伸びてお
り、最終目標は達成する見込
みである。

・建設業を中心に技術者の育
成が大きな課題となっている
ため、宮崎高等技術専門校を
運営する職業訓練協会など関
係機関と連携し、人材の育成
を図っていく。
・国からの受託事業である宮
崎市『夢。創造』協議会での
取組みが平成31年度で終了す
るため、効果の高いセミナー
等の市での継続実施について
検討する。
・H31年度から開始する「若
者ステップアップ・定着支援
事業」において、企業のマネ
ジメント層と新入社員等の両
方への研修実施により、地元
への就職につながる若年層の
定着を図る。

・認定職業訓練助成事業 2,724,000
商業労
政課

高度ＩＣＴ技
術者新規雇用
者数（累計）
（人）

－
工業政策
課調べ

61

単年度での目標値
は若干下回った
が、バングラデ
シュからの高度Ｉ
Ｔ人材の受け入れ
について、企業の
関心が高まってお
り、人材の獲得に
つながっている。

市内企業の事業拡大や新たな
企業の立地を促進するため、
エンジニアやプログラマー
等、採用が困難となっている
高度技術者の採用支援を行っ
た。
特に、ＪＩＣＡや宮崎大学と
連携して取り組んでいるバン
グラデシュＩＴ人材の育成、
採用プログラムについて、企
業間での情報共有が進み、市
内企業において１５名の採用
につながった。

72.5%

平成31年度より「高度ＩＣＴ
技術者雇用促進事業」を「バ
ングラデシュＩＴ技術者雇用
促進事業」へと見直し、ＪＩ
ＣＡおよび宮崎大学と連携し
て取り組んでいる、バングラ
デシュからのＩＴ人材のみ
を、高度人材採用支援の対象
とした。
「宮崎－バングラデシュモデ
ル」と称する本プログラムを
経た優秀なＩＴ人材の獲得に
ついて、市内企業へのＰＲを
行うなどして、人材の充足を
図っていく。

ＩＴ企業の立地は順調である
ものの高度技術者の不足の状
況が続いている。
宮崎市ＩＣＴ企業連絡協議会
や教育分野など様々な支援機
関と連携し、企業における人
材の育成や確保を支援する。
「バングラデシュＩＴ技術者
雇用促進事業」の定着に向け
て、採用の可能性のある企業
の掘り起こし等に努める。

工業政
策課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　22 ④人材の育成



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・新規就農者生産基盤整備
支援事業

11,608,900

・新規就農者確保・育成支
援事業

3,430,680

・新規就農者営農団地整備
事業

（繰越分）

12,674,000

・農業後継者育成支援事業 34,800,000

・新規就農者中古ハウス再
利用支援事業

11,297,000

・農業法人育成支援事業 227,400

・農の雇用定着促進事業 1,000,000

新規就農者数
（累計）
（人）

199
（Ｈ27～
Ｈ28）

50 100 250 300 350

宮崎県調
べ

63

【H30実績値】令和
元年６月上旬頃公
表。新規参入者と
法人就農者が増
加。
【H29実績値】各種
新規就農者対策に
より、農業の魅力
の発信やコスト支
援が図られ、新規
就農者数は増加傾
向にある。

142.9%

就農農相談会や補助事業等の
各種支援策の充実により、新
規就農者や農業法人就農者は
増加傾向にあり、最終年度の
達成はほぼ確実視されてい
る。

101 199 307 416 500

新規就農
者・農業法
人の育成

○ 多様化する就農ルー
トや就農形態に対応する
ため、就農希望者に対す
る就農相談会等での情報
提供を強化するととも
に、専門機関が実施する
農業研修等を支援し、新
規就農の促進を図るほ
か、農業後継者が就農し
やすい環境を整備する。
○ 就農時における農地
の確保や初期投資の軽減
を図るとともに、就農後
の研修や関係機関と連携
した営農指導を実施し、
新規就農者の定着や早期
の経営安定につなげる。
○ 制度資金の借入れに
要する経費の負担を軽減
するなど、新規就農の受
け皿となる農業法人の育
成や経営の安定を図ると
ともに、農業法人等の安
定的な雇用の確保を支援
することで、農業従事者
の増加につなげる。

○新規就農者の育成
・就農相談会等に参加し、本
市での就農希望者に対し、情
報提供等を行った。
・㈲ジェイエイファームみや
ざき中央が行う新規就農者向
けの研修を支援した。
・農業後継者が、親元で就農
する際、就農時１回に限り、
支援金を交付した。
・中古ハウスや農業用機械の
整備に要する費用の一部を助
成した。
・農政アドバイザーによる営
農指導を行い、就農の定着を
図った。

○ 農業法人の育成
・市内の農業法人や法人化志
向経営体で組織する「宮崎市
元気な農業法人会」の活動を
支援した。
・農業法人等への雇用就農者
の確保・育成を図るため、国
の「農の雇用事業」を活用し
て雇用労働力を確保する取組
を支援した。

・新規就農者の経営安定に向
けて経費の抑制が課題であ
り、初期投資を軽減する支援
を行うことで、新規就農者の
確保・育成が図れる。

・本市農業の持続的発展を図
るためには、新たな地域農業
の担い手を確保することが求
められているため、農業関係
機関と連携し、新規就農者の
育成・定着を支援していく。

・農業人口が減少・高齢化し
ていく中、ベテラン農業者が
有する営農知識や技術の継承
が不可欠であるため、農政ア
ドバイザーと新規就農者の
マッチング等を進めていき、
経営感覚に優れた農業者の確
保・育成を図っていく。

農政企
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　23 ④人材の育成



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

135 138 341 478 628

105 217 288 336 400

－ 3,000 6,000 9,000 12,000

－ 4,112 7,972 11,246 14,246

66

○企業パンフレットグランプ
リ
内容：就職活動を行う学生に
向けて企業パンフレットの投
票を行い、深く読み込む機会
を創出することで市内企業を
知り、地元定着に繋げる。
実績：10箇所（市内高校、大
学、図書館）
　　　656名参加(延べ)

○女性限定企業訪問バスツ
アー
内容：男性の職場というイ
メージを持たれがちな製造業
を中心に、企業へのバスツ
アーを女性限定で行う。
実績：2回実施（8月28日、3
月23日）
　　　合計14名参加

学生の地元定着及び市内企業
の周知を目的として実施して
いるが、事業の成果を数値化
しづらいことから、企業と学
生のマッチングのためにも双
方の需要に常に柔軟に対応し
ていかなければならない。

・みやざき企業魅力アップ
事業

1,653,482
工業政
策課

地元企業へ
の就職を促
す仕組みの
構築

○ 国や県などの関係機
関と連携した企業就職説
明会のほか、地元企業や
学校などと連携して、情
報交換会やプロモーショ
ンイベントを開催するな
ど、学生や保護者等の地
元への関心を高め、地元
企業への就職を促進す
る。
○ ＩＣＴを活用して、
地元企業の雇用環境の見
える化を推進するととも
に、若い世代と地元産業
との交流の場を創出する
など、地元への定着やＵ
ＩＪターンを促進する。

就職説明会参
加者のうち就
職決定者数
（累計）
（人）

217
（Ｈ27～
Ｈ28）

宮崎労働
局調べ

64

インターンシップ
や新卒向け就活サ
イトの充実等によ
る参加者自体の減
少などにより、単
年度目標を下回っ
たが、新卒の就職
率や県内就職率は
増加傾向にある。

・H29.7月に厚労省の「実践
型地域雇用創造事業」を「宮
崎市『夢。創造』協議会」で
受託し、地域資源とICTの融
合による地域産業の活性化と
雇用拡大を図っている。
・H28.11月に宮崎労働局と締
結した雇用対策推進協定によ
る就職説明会や企業と学校と
の情報交換会などの取組のほ
か、H30.7月には中学生を対
象とした「ゆめパーク」を開
催し、更に若い層に対し地元
就職への意識付けを行った。
・みらい・ときめきワークラ
イフ推進事業で、地元就職を
意識付けしてもらうための各
種セミナー等を県内外で実施
したほか、20doアプリによる
情報発信等を継続して実施し
た。

63.7%

最終目標の達成は難しいもの
の、本年度は回数を増やす予
定としているので若干の増加
を見込んでいる。新卒の就職
率や県内就職率を勘案しなが
ら評価していきたい。

・新卒者に関しては、就活サ
イト等の充実により会社情報
の入手や面接等のエント
リー、インターンシップの受
入れなどが容易に行えるな
ど、就活そのものが多様化し
ていることなどから、合同就
職説明会の効果的な実施手法
について、連携している県や
労働局と協議のうえ工夫して
いく。
・20doアプリの活用状況を踏
まえた改善にも取組みなが
ら、新卒者などの若年者やＵ
ＩＪターン者の地元就職を更
に推進していく。

・就職マッチング推進事業 2,146,392

商業労
政課

雇用・人材ア
プリインス

トール数（累
計）（件）

4,112
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

65

累計、単年度とも
に実績が目標を上
回った。

118.7%

単年度目標である3,000件は
達成する見込みであり、累計
での最終目標も達成見込みで
ある。

・みらい・ときめきワーク
ライフ推進事業

29,723,426

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　24 ④人材の育成



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

－ － 98,500 － －
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

・中古ハウス再利用支援事
業

16,976,000

・農地中間管理事業 7,329,158

雇用の場の創出

■ 農地の集約を促進するとともに、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用するなど、省力化や生産コストを削減し、農林水産業の生産基盤の確立を図る。
■ 多様な視点から、異業種間のマッチングを図るとともに、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。
■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致を展開する。
■ 官民によるオープンイノベーションの取組を推進し、各分野における課題の解決につなげていく。
■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、創業前後における支援を充実することで創業率を高める。
■ 円滑な事業承継を推進し、中小企業の活力の維持・向上や経営の活性化を促すことで、雇用の継続と確保を図る。
■ 中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ関連産業や商業等の集積を図るとともに、イベント等の開催により、働く場、交流の場としての中心市街地の魅力を向上させる。
■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用を促進し、労働力の確保を図る。
■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＵＩＪターンを促進する。
■ 企業等の自主的な取組を促し、処遇面などの改善を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進により、労働の継続性を高める。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

正規雇用者数（人）
98,500

（Ｈ24）
就業構造基本調査（総務省統計局） 102.1%

（H29）

【H30】
就業構造基本調査は5年に1度の実施であるため、実績値はなし。
【H31】
同様に5年に1度の実施であるため、最終年度の実績を見込むことができないが、H29の目
標は達成していることから、引き続き正規雇用の拡大を図る。

商業労政課

市内の女性の有業率（％）
50.8

（Ｈ24）
就業構造基本調査（総務省統計局） 102.2%

（H29）

【H30】
就業構造基本調査は5年に1度の実施であるため、実績値はなし。
【H31】
同様に最終年度の実績を見込むことができないが、H29の目標は達成していることから、
引き続き女性の就労拡大を図る。

商業労政課

市内の６０歳以上７０歳未満の有業率（％）
51.7

（Ｈ24）
就業構造基本調査（総務省統計局） 98.8%

（H29）

【H30】
就業構造基本調査は5年に1度の実施であるため、実績値はなし。
【H31】
同様に最終年度の実績を見込むことができないが、H29の目標を達成できていないことか
ら、更なる高齢者の雇用促進を図る。

商業労政課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

農業産出額
（円）

384億
（Ｈ27）

370億 370億 370億 370億 370億

市町村別
農業産出
額試算
（農林水
産省）
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【Ｈ30実績値】
2020年3月頃公表予
定
【Ｈ29実績値】
ここ近年の傾向と
して、子牛単価の
高止まりによる畜
産物の生産額が全
体の生産額を押し
上げているもの
の、野菜や果実の
生産額の減少によ
り農業産出額も減
少したが、目標値
は上回った。

・認定農業者の中古ハウス整
備を支援した。
・農地中間管理機構の業務の
一部を受託し、各地域での農
地集積に向けた取組を支援し
た。また、農業をリタイアす
る農業者等が担い手に農地を
集積した際に協力金を交付し
た。
・農地の受け手となった担い
手に対し、新たに集積された
農地の維持管理に係る負担軽
減を図ることで、農地集積が
促進された。

103.8%

地域の協力や連携により
「人･農地プラン」の作成、
充実が図られていることか
ら、担い手の確保、農地の有
効利用化、農作業の効率化に
つながるため、農業産出額は
上向くことが見込まれる。

・中古ハウスの需給バランス
の把握が難しいため、ＪＡ関
係者と連携した中古ハウス情
報の提供により事業実施を進
める。
・農地中間管理事業について
は、相続未登記地や長期間貸
借による農地の貸し渋り、農
地の借り手への支援策等の課
題があるが、話合い活動を通
して人・農地プランの作成・
充実を図る中で事業周知に努
め、規模拡大等による農地の
集積を図るとともに、農地の
借り手への支援対策に取り組
む。

農政企
画課

384億 392億 375億 － 384億 ・農地集積担い手支援事業 4,714,000

農林水産業
の生産基盤
の確立

○ 施設の有効活用、省
力化や生産コストの削減
等に資する再生可能エネ
ルギーやＩＣＴ、資機材
等の導入費用の負担を軽
減するほか、ＩＣＴの普
及を担う人材の育成を支
援するとともに、野生鳥
獣の被害を防止すること
などで、生産性の向上を
図る。
○ 畜産業の生産基盤と
なる施設整備や機械設備
等の設置をはじめ、繁殖
牛の導入に係る費用の負
担を軽減することなど
で、省力化や生産コスト
の削減を図る。
○ 宮崎県農地中間管理
機構と連携し、遊休農地
の解消や農地の集積・集
約化を図るとともに、担
い手の育成などを推進
し、農用地の有効活用や
高度利用を促進する。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　25 ⑤雇用の場の創出



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・地球にやさしい施設園芸
加速化事業

19,128,000

・施設園芸用ハウス整備支
援事業

34,740,000

・みやざき特産果樹産地確
立事業

2,196,000

・露地作物産地強化支援事
業

1,630,000

・みやざきの園芸産地力
アップ推進事業

18,263,000

・ＩＣＴ活用型農業産地実
証事業

4,000,000

・地域で挑む宮崎牛産地力
向上事業

170,000

・地域で取り組む種雄牛育
成事業

3,150,000

69

日常的な野生鳥獣パトロール
のほか、野生鳥獣出没による
追い払い、情報収集、営農者
や猟友会への情報提供、営農
指導も実施し、地域ぐるみで
の捕獲促進や農産物の生産拡
大を図った。

専門性の高い鳥獣被害対策を
指導する必要があるので、今
後は、鳥獣被害対策マイス
ターの取得を隊員に推進し、
営農者に対し、より的確な指
導を行えるようにする。

・野生鳥獣被害対策強化パ
トロール事業

20,597,760
森林水
産課

70

農地利用状況調査及び遊休農
地の所有者を対象とした農地
利用意向調査等を実施し、遊
休農地の解消・発生防止に努
めた。

本市の担い手の多くは施設園
芸を主としており、広い農地
を必要としていないため農地
集積が進まない。また、農家
の減少や非農家への農地相続
が進み、遊休農地の増加が懸
念されることから、地域の話
し合い活動により、担い手へ
の農地の集積・集約化を前進
させ、「人・農地プラン」の
見直しを推進するとともに、
市域全体での農地利用状況調
査及び農地利用意向調査の結
果をもとに指導を行い、遊休
農地の解消を図る。

・耕作放棄地解消・農地中
間管理事業

11,809,690
農業委
員会

68

◆施設園芸の省力化、省エネ
ルギー化に資する資機材等の
導入や、ＩＣＴ技術の「見え
る化」及び技術の普及を担う
人材育成の支援を行った。
◆次世代を担う種雄牛の発
掘、育成を行い、もって、畜
産農家の所得向上、経営安定
を図るため、宮崎中央管内で
の産肉能力の期待できる種雄
牛から種付け、子牛の導入な
いし自家保留した農家への補
助を行った。
　また、国の畜産クラスター
事業や市単独事業により、施
設整備や機械等の導入支援を
行った。

◆経営の安定を図るため、引
続き生産性の向上対策や省力
化・省エネルギー化の推進、
資機材等の導入を支援する。
◆老朽化した園芸用ハウスの
再建、露地野菜の省力化等、
安定した生産体制の構築を図
る。
◆本市畜産農家の生産する宮
崎牛のブランドを確固なもの
とするため、引続き、地域で
挑む宮崎牛産地力向上事業を
軸に支援に取り組んでいく。

農業振
興課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　26 ⑤雇用の場の創出



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

2,231億 2,250億 2,269億 2,287億 2,306億 ・企業立地奨励金交付事業 238,235,700

2,253億 2,218億 2,325億 － 2,306億 ・企業誘致事業 2,781,378

10 20 30 40 50
・県央地区企業立地促進事
業

2,200,000

12 26 37 51 61

280 560 840

335 774 1,054

・中小企業定例相談事業 240,000

・中小企業信用保証料助成
事業

70,511,891

150 300 378 528 678
・みやざき創業サポート事
業

16,999,200

85 228 394 575 725
・中小企業信用保証料助成
事業（創業支援資金）

4,100,643

10 20 30
・創業者及び移住創業者支
援事業

4,482,000

6 11 21 ・事業承継支援事業 1,500,000

・認定創業支援担当者連絡
会運営事業

製造品出荷額
（円）

2,077億
（Ｈ26）

工業統計
調査（経
済産業
省）、経
済センサ
ス（総務
省・経済
産業省）

71

平成３０年度の工
業統計調査結果
は、令和２年１月
に確定する予定

トップセールスをはじめとす
る誘致セールスや企業立地奨
励金制度により企業誘致を推
進した。
特に中心市街地への情報サー
ビス関連産業の企業集積が進
んだ。

100.0%

新たに航空機部品を製造する
宮崎日機装㈱をはじめ、市内
製造業の投資の状況から、製
造品出荷額の増加が見込まれ
る。ただし、平成３１年度の
工業統計調査結果は、令和３
年１月に発表されるため、現
時点では、実績値を目標値と
同額で見込んでいる。

郊外の工業団地および中心市
街地のオフィスビルともに、
物件が少なくなっている。
平成３２年度秋予定の駅ビ
ル、平成３３年度予定の第二
花見工業団地など物件増加の
予定があるが、工業団地とオ
フィスビルについて、空き物
権情報を集約していく必要が
ある。
第三次宮崎市工業振興計画に
基づき地域経済牽引産業の誘
致を推進していく。

工業政
策課立地企業数

（累計）
（件）

26
（Ｈ27～
Ｈ28）

工業政策
課調べ

72

各年度における新
規立地件数、およ
び増設・移設で
あっても初の立地
指定を受けた企業
件数

122.0%

順調に推移しており、達成見
込みである。

立地企業にお
ける新規雇用
予定者数（累
計）（人）

936
（Ｈ28）

工業政策
課調べ

73

各年度における新
規立地企業、およ
び増設・移設で
あっても初の立地
指定を受けた企業
における新規雇用
予定者数 125.5%

順調に推移しており、達成見
込みである。

74

・商工会議所主催の定例相談
会の弁護士報償費を一部補助
し、中小企業の経営を支援し
た。
・市の融資制度利用時の信用
保証料について一部補助を行
い、中小企業の中小企業の経
営を支援した。

・融資制度に関する財政負担
が年々大きくなっているが、
利用が順調であることで経営
の安定化や活性化に寄与して
いることから、利用状況を注
視しながら、引き続き利用し
やすい制度として実施してい
く。

商業労
政課

創業や事業
承継等の促
進

○ 官民における創業支
援機関がネットワークを
構築し、インキュベー
ションルームの提供、経
営相談や指導のほか、資
金の調達など、相互に連
携しながら、創業前後に
おける支援を充実する。
○ 中小企業等が実施す
る事業承継やＭ＆Ａを支
援し、円滑な事業の引き
継ぎを促進することで、
雇用の継続や確保、経営
の活性化を図る。

創業支援事業
計画に基づく
創業者数（累
計）（人）

228
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

75

創業支援事業計画
に基づく各支援機
関と連携して支援
した結果、累計で
実績が目標を上
回った。

・創業については、創業支援
事業計画に基づき、各支援機
関が窓口での相談、融資事
業、創業セミナーやスクール
の開催などを実施し、支援を
行ったほか、創業支援補助金
により同計画に基づく創業を
後押しした。
・事業承継については、宮崎
県事業承継ネットワークが構
築され、構成機関と意見交換
を行い連携強化を図った。

106.9%

順調に推移しており、達成見
込みである。

・創業については、官民にお
ける支援機関が連携して支援
することで創業率を高める。
・事業承継については、より
多くの中小企業に事業承継関
係事業の周知を行い、県事業
承継ネットワークが実施する
事業承継診断を推進し、中小
企業の活力の維持・向上や経
営の活性化を促すことで、雇
用の継続と確保を図る。

商業労
政課

市が支援した
事業承継等の
件数（累計）
（件）

－
商業労政
課調べ

76

事業承継ネット
ワークによる相談
や診断件数は着実
に伸びているが、
それらが市の支援
（補助制度の活
用）につながるま
でにはもう少し時
間を要すると考え
られ、累計で実績
が目標を下回っ
た。

70.0%

・県事業承継ネットワークと
の連携を強化し、事業承継診
断の実施に加え、市の支援事
業の活用を含む実際の承継へ
の取組みを働きかけながら、
単年度の目標は達成させた
い。

企業立地と
設備投資の
促進

○ 中小企業に対して、
低利の融資の提供や資金
の借入れに要する経費の
負担を軽減するととも
に、金融相談等を実施
し、中小企業の経営安定
化を図る。
○ 地元企業への波及効
果が期待できる中核的企
業の設備投資等に要する
負担を軽減し、生産性の
向上を図るとともに、新
規雇用や人材の育成を支
援し、産業界の経営安定
と雇用を促進する。
○ 的確に企業動向を収
集し、経済波及効果の高
い産業を中心に企業誘致
活動を行うとともに、立
地企業に対する支援制度
を設けるなど、企業立地
の促進と立地企業の定着
を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　27 ⑤雇用の場の創出



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・みやＰＥＣ推進機構運営
事業

21,078,584

・宮崎市版６次産業化実現
事業

3,277,092

・６次産業化支援事業 1,214,000

3 6 9

2 4 7

・まちなか業務機能集積推
進事業

6,078,944

・中心市街地活性化対策事
業

4,480,000

・まちなか活性化推進組織
運営支援事業

115,453

新商品・新
技術等の開
発

○ 中小企業等が高等教
育機関や研究機関等と連
携して、経営改善や技
術・製品開発等を行う取
組を促進する。
○ 消費者ニーズに対応
するため、生産者団体と
観光商工団体等で構成す
るみやＰＥＣ推進機構
や、生産者自らが取り組
む地元の農畜水産物を使
用した新たな商品・メ
ニューの開発を支援す
る。 ６次産業化関

連補助事業活
用事業者数
（累計）
（件）

10
（Ｈ27～
Ｈ28）

3 6 15 20 25

農政企画
課調べ

77

市単独事業によ
り、
７事業者の６次産
業化の取組及び、
みやＰＥＣ推進機
構の運営を支援し
た。
また、県単事業を
活用し、一次加工
設備の整備を支援
した。

農業生産法人を中
心に、掘り起こし
を行った結果、事
業実施者が増加し
た。
その他、４件の相
談があり、次年度
以降の補助事業活
用を視野に入れな
がら、専門家によ
るサポート機関の
案内など、事業計
画やスケジュール
に関するアドバイ
スを行い、事業者
の掘り起こしに努
めた。

補助事業により市内事業者の
６次産業化の取組を支援し、
新商品３個を開発や既存商品
のブラッシュアップ、販路拡
大のためのショップカードの
作成のほか、らっきょう塩蔵
のための一次加工設備を整備
し、生産拡大にもつながっ
た。
また、みやＰＥＣ推進機構の
運営を支援し、機構が取り組
む宮崎市版６次産業化による
市産農林水産物の高付加価値
化による農林漁業者の所得向
上及び、加工事業者や飲食店
等との連携による市産品の販
路拡大を通して域内経済の活
性化を図った。

120.0%

昨年度の相談案件や今年度す
でに要望が上がっているもの
の中から、真に農林漁業者の
所得向上に繋がるような実現
可能な計画を事業化し、ＫＰ
Ｉの目標値達成を目指す。

ここ近年の、農林漁業者の多
角的経営戦略の傾向として、
自らが加工や販売まで手がけ
る単独型は、多大な設備投資
を要し、そのために製造単価
が高くなるため、大手メー
カーとの価格競争が不利な状
況にある。
また、通常の農業生産活動を
しながらの加工作業では、バ
イヤーの希望するロットを確
保できず、少量だと運賃コス
トも割高となる。
このまま人口減少が進めば、
加工作業に加えて、屋台骨と
なる農作業自体の人手不足が
懸念されるため、年間を通じ
ての労働が平準化されるとと
もに、少量でも大手と差別化
できる魅力ある商品開発を行
い、競合しない売り場への営
業力も必要となる。

農政企
画課

3 10 15 24 30

市が支援した
企業と大学等
の研究機関と
の共同取組事
例数（累計）
（件）

3
（Ｈ28）

工業政策
課調べ

78

企業と研究機関と
の共同研究につい
て2件支援した。企
業と研究機関との
連携により、中小
企業の製品開発力
の向上につながっ
ている。

○中小企業ものづくり活性化
事業(共同研究)2件

・『光波長応用による有機物
育成共同研究』

・『飼育タンク内の温熱環境
調査及び飼料劣化状
　況の調査・分析』

77.8%

１件でも多くの研究開発を支
援することにより、企業の事
業拡大を図るため、関係機関
や工業会等の団体に対して、
チラシを配布するなどして、
積極的に事業の周知を図りた
い。

企業のニーズと研究機関の研
究テーマが結びつかないと
マッチングが難しいという課
題はあるが、可能な限り多く
の関係機関や団体等を通じて
事業の周知を図り、企業と研
究機関との連携を推進してい
く。 ・中小企業ものづくり活性

化事業
1,200,000

工業政
策課

中心市街地に
おけるクリエ
イティブ産業
従業者の増加
数（累計）
（人）

999
（Ｈ27～
Ｈ28）

240 480 886 1,290 1,696

商業労政
課調べ

79

H30年度の目標値を
実績値が上回って
おり順調に推移し
ている。

123.8%

H30年度末で1,875人の実績と
なっており、特に企業誘致が
年間300人弱～500人程度で順
調に進んでいる。企業誘致は
最低でも年200人程度の従業
者数は見込めると想定してお
り、最終年度の実績値を
2,100人と見込んでいる。

608 999 1,299 1,875 2,100

中心市街地に
おいて空き店
舗関連事業を
活用した出店
数（累計）
（件）

18
（Ｈ27～
Ｈ28）

8 16 24 32 40

商業労政
課調べ

80

累計で実績が目標
を上回った。

125.0%

H30年度時点で最終年度の目
標を上回っていることから、
最終年度の目標は達成する。
単年度でも10件前後の実績が
上がっていることから、最終
年度の実績を50件と見込んで
いる。

15 18 31 41 50

中心市街地
のにぎわい
の創出

○ 地権者等と連携し
て、遊休不動産の改修や
活用、新規入居者への支
援を行うなど、中心市街
地への産業の集積と雇用
の拡大を図る。
○ 中心市街地における
オープンスペース等を有
効に活用し、関係団体等
と連携して多彩なイベン
ト等を実施するととも
に、適切に情報を発信
し、商業の活性化やにぎ
わいの創出を図る。

・“マチナカ3000”プロジェ
クトを核にした「宮崎市まち
なか活性化推進計画」を推進
する組織として、宮崎市まち
なか活性化推進委員会を組織
した(設置主体:宮崎商工会議
所)
・情報サービス事業者の誘致
や空き店舗対策等として「ま
ちなか商業業務集積推進事
業」による助成を行った。
・「街市」や「みやざき国際
ストリート音楽祭」、「まち
なか公共空間活用促進事業」
等によるイベントや、「商店
街等活性化対策事業」のスタ
ンプラリー等の取組で、一定
の賑わいが創出された。

・誘致企業等が抱える課題が
十分に把握できていないの
で、雇用状況や課題等をヒア
リングで把握し、企業誘致戦
略アドバイザーや東京事務所
（県、市）との意見交換等を
行い、必要な施策を検討す
る。
・子育て世代など、多様な働
き手が就労するための環境整
備や関係各課の共通認識が必
要であるので、関係部署間の
連携強化と取組の検討を進め
る。
・宮崎市まちなか活性化推進
委員会を中心に、賑わいの創
出を含めた中心市街地の活性
化を着実に進める。

商業労
政課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　28 ⑤雇用の場の創出



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

25 50 77 86 95
・シルバー人材センター助
成事業

7,236,000

28 55 70 82 95 ・高齢者就業開拓推進事業 5,800,000

30 60 222 342 492

48 132 238 357 492

83

・ひとり親世帯の父や母の就
業に結びつきやすい資格の取
得を促進するため、自立支援
教育訓練給付金として職業訓
練講座等の受講料の一部を助
成する。
・また、修業期間が１年以上
の養成機関で修業する場合
に、高等職業訓練促進給付金
を支給する。

・この事業は給付型であり、
資格も取得するものでもある
ので、更に周知し、ひとり親
世帯の経済的自立を図る必要
がある。
・児童扶養手当新規申請時や
転入手続き時に、現況届の案
内とともに、当該事業につい
て周知する。

・母子家庭等自立支援給付
金事業

58,538,166
子育て
支援課

11 14 13 14 15

12 13 14 17 21

184 207 350 400 450

190 311 370 395 450

・男女共同参画社会づくり
意識啓発事業

611,773

・男女共同参画センター指
定管理料

27,000,000

雇用形態の
多様化・労
働力の確保

○ 女性の社会参加を支
援するセミナーや就業体
験等を実施するととも
に、ひとり親世帯に対し
て、就業に向けた資格取
得に係る費用の負担を軽
減するなど、就業につな
がる環境の整備を図る。
○ シルバー人材セン
ターの活動を支援し、高
齢者の就業ニーズに合っ
た業務の創出や安定的な
雇用につながる派遣事業
を推進するなど、高齢者
の多様な働き方に対応し
た雇用や就業機会を確保
する。
○ 関係機関と連携し、
テレワークや短時間勤務
等の働き方の啓発を図
る。

市の支援する
女性の就労支
援事業を活用
した就職者数
（累計）
（人）

55
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

81

累計では目標を下
回ったが、単年度
では目標を上回っ
た。

・結婚や出産、育児等の理由
で一旦離職した女性求職者等
に対する再就職支援を目的
に、厚生労働省の事業を受託
している「宮崎市『夢。創
造』協議会」において、「女
性の再就職・起業支援講座」
を実施（2回で合計12講座、
受講者44人）し、実際に就職
につながった（本協議会での
実施を踏まえ、市としての実
施は休止中）。
・高齢者就業機会拡大事業
（市シルバー人材センターが
実施する事業への補助事業）
によりシルバー人材センター
の派遣事業が促進され、派遣
事業の受注件数が伸びた。

100.0%

H30年度の実績が12人と好調
であり、H31年度も同様の取
組みによる成果が十分期待で
きることから、最終年度の実
績見込みを目標値と同数の95
人と見込む。

・深刻な人手不足に対応し、
地域経済を担う人材の雇用を
確保するためには、出産、育
児等で一旦離職した潜在的な
女性や定年退職を迎えた高齢
者、外国人等の労働力の活用
が欠かせないことから、短時
間勤務等を含めた多様な働き
手・働き方について、関係機
関と連携した取組みを推進す
る。
・女性の就労支援に特化した
講座等については、宮崎市
『夢。創造』協議会での取組
が本年度で終了となるので、
次年度以降の市での実施につ
いて検討する。
・高齢者の就業支援について
は、これまでどおりシルバー
人材センターと連携を図り、
需要が伸びている派遣事業を
含め継続した支援を行う。

商業労
政課

シルバー人材
センターにお
ける派遣事業
の受注件数
（累計）
（件）

132
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

82

単年度ではわずか
に目標を下回った
が、累計では目標
を上回った。

100.0%

これまでの伸びを考慮すると
最終目標を達成するために必
要な135件は可能と考えるの
で、その数値をH31年度の件
数と見込む。

くるみん認定
企業数（3月
31日現在）
（社）

13
（Ｈ28）

宮崎労働
局調べ

84

年度末の実績が目
標を上回った。

国、県及び関係団体と連携
し、ワーク・ライフ・バラン
スの普及促進や、就業環境の
改善を図るため、市ホーム
ページ等を活用しながら啓発
等の取組を行った。 140.0%

これまでの実績から、H31年
度に4件と見込む。

・中小企業等の人材不足が深
刻化している中、雇用環境の
改善は雇用の確保の観点から
も重要であることから、本年
度から順次施行されている働
き方改革関連法を含めた周知
啓発を推進していく。
・宮崎労働局との雇用対策推
進協定による取組など、国や
県と連携しながら、働きやす
い環境の整備に引き続き取り
組んでいく。 ・労働環境改善啓発事業

商業労
政課

「仕事と家庭
の両立応援宣
言」を行う事
業所数（3月
31日現在）
（件）

311
（Ｈ28）

宮崎県調
べ

85

実績が目標を下
回っている。

100.0%

H30年度末の実績は目標値を
下回っており、年度によって
実績のばらつきがあるが、累
計の目標達成に必要な55件と
いう数字は達成可能であると
考えるので、その件数を見込
む。

宮崎市イクボ
ス同盟加盟事
業所数（3月
31日現在）
（件）

－

9 13 17

文化・市
民活動課
調べ

86

平成30年度は、目
標値を上回り達成
することができ
た。

ワーク・ライフ・バランスの
視点を取り入れた多様な働き
方を推進する企業の管理職等
に対し、イクボス養成講座を
１１月に１回実施し、９社か
ら１０名の参加があり、うち
３社がイクボス同盟に加盟し
た。

100.0%

平成31年度は、イクボス養成
講座と併せて、イクボス
フォーラムも開催予定として
おり、平成30年度より多くの
講座受講者を見込めるため、
加盟企業も平成30年度と同数
以上を見込んでいる。

イクボス養成講座受講生を集
めるのに苦慮しており、委託
先と共に行う営業活動のほ
か、効果的な広報活動が必要
である。また、イクボス同盟
に加盟した場合のメリットを
明確に伝えていくことも必要
であるため、就職セミナーな
ど企業が多く集まる場での広
報活動も実施していく。

文化・
市民活
動課

11 14 17 ・「イクボス」推進事業 1,900,000

雇用環境の
改善

○ 官民が一体となっ
て、育児休暇や有給休暇
の取得を促進し、長時間
労働を是正するなど、
ワーク・ライフ・バラン
スの普及を推進すること
で、働きやすい環境の整
備を図る。
○ 家庭、学校、職場や
地域等における男女共同
参画の意識の啓発や人材
の育成を図るとともに、
市民や市民団体等の交流
促進や誰もが安心して相
談できる機能を備えた男
女共同参画センターを拠
点として、講座の開催や
登録団体の活動支援な
ど、男女共同参画社会の
実現に向けた取組を推進
する。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　29 ⑤雇用の場の創出



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

2,470千 2,560千 2,650千 2,740千 2,800千

2,301千 2,346千 2,478千 2,578千 2,800千

847億 850億 860億

867.1億 － 860億

6,090千 6,200千 6,400千 6,420千 6,500千

6,141千 6,391千 6,001千 6,155千 6,500千

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

・「宮崎で遊ぼう」観光誘
客推進事業

10,000,000

・記紀編さん１３００年記
念事業

9,488,000

・青島ビーチセンター指定
管理料

6,700,000

・青島ビーチ魅力アップ事
業

16,000,000

・コンベンションセールス
強化支援事業

2,252,000

・コンベンション誘致推進
事業

19,889,000

・教育旅行補助事業 1,088,876

・外国人誘客みやざきモデ
ル事業

26,382,617

・関西誘客プロモーション
事業

16,623,733

・フラおもてなし誘客推進
事業

2,000,000

・ニシタチ誘客プロモー
ション事業

2,000,000

・外国人向け観光体験メ
ニュー開発事業

2,500,000

ブランド力の向上

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行う。
■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、市域で外貨を稼ぐ取組を推進する。
■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、広域的な観光地域づくりを推進することで、インバウンドを含めた観光客の回遊性や滞在性を高める。
■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプ等を生かし、誘客効果の高い取組を推進する。
■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。
■ アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進する。
■ 農畜水産物や加工品のブランド化を推進し、「食」への理解や地産地消の取組を促すとともに、国内外への販路を拡大する。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

宿泊者数（人）
2,346千
（Ｈ28）

宮崎市観光統計 100.0%

【H30】
目標値を達成することはできなかったものの、LCCの就航・増便による関東・関西からの
入込客数増加や誘客プロモーションの効果等により増加した。
【H31】
高校総体が開催される年度となるので、宿泊者数は増えることが予想される。

観光戦略課

観光消費額（円）
844.8億
（H28）

宮崎市観光統計 100.0%

【H30】
2019.8確定予定。
【H31】
高校総体が開催される年度となるので、観光消費額は増えることが予想される。

観光戦略課

観光入込客数（人）
6,391千
（H28）

宮崎市観光統計 100.0%

【H30】
春季キャンプは天候に恵まれた事や青島のブランド化が奏功し人気が高まったことで、
観光客は増えたものの、天候不良の影響で祭りや（青島を除く）海水浴場などで伸び悩
んだことにより目標の達成ができなかった。
【H32】
・高校総体が開催される年度となるので、観光入込客数は増えることが予想される。

観光戦略課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

ＭＩＣＥ延べ
参加人数
（人）

83,231
（Ｈ28）

110,000 120,000 84,000 85,000 90,000

宮崎市観
光統計

87

・関係機関と連携
した継続的な誘致
活動により、アジ
ア初開催となる国
際会議をはじめと
した大規模ＭＩＣ
Ｅの開催などによ
り目標を上回る実
績となった。

100.0%

・県観光協会と連携して、継
続的なMICEの誘致活動を推進
しているが、昨年度、複数
あった大規模ＭＩＣＥの開催
が今年度は少ないことから、
参加者数の減少となるもの
の、目標値は達成する見込
み。

98,941 83,231 91,492 101,910 90,000

133,500 150,100 166,700 183,300 200,000

143,500 152,500 178,400 208,900 200,000

宮崎らしさ
を生かした
取組の推進

○ 豊かな食材や恵まれ
た自然、古来から伝承さ
れてきた神話、国指定史
跡である生目古墳群な
ど、地域の特徴を生かし
た観光地域づくりを推進
し、観光資源の魅力を向
上させる。
○ 花のまちづくりの推
進拠点である「フローラ
ンテ宮崎」の運営をはじ
め、緑化重点地区や市内
各所における重点花壇等
の整備、公民連携や市民
協働の取組などにより、
回遊性があり、一年中花
と緑のあるまちづくりを
推進する。
○ 教育旅行やＭＩＣＥ
の誘致に向け、大都市圏
での情報発信を行うとと
もに、アフターコンベン
ションの充実やユニーク
べニューの創出を図り、
本市で開催されるコンベ
ンション等の開催を支援
する。
○ ターゲットを設定
し、効果的な手段でプロ
モーションや旅行商品の
造成等を行うことで、本
市の認知度や魅力を向上
させ、交流人口の拡大を
図る。

・ＭＩＣＥ開催の決定権をも
つキーパーソンの招請や商談
会への参加等の誘致活動を実
施した。

・東アジア（韓国・台湾・香
港）をターゲットとした旅行
商品の造成支援やクーポンを
発行し、誘客を図った。

・欧米豪をターゲットに県と
民間事業者と連携し、体験型
旅行商品の造成、プロモー
ションを行い、誘客及び認知
度向上を図った。

・宮崎大学、民間事業者、地
域団体等と連携し、観光体験
メニューの開発を行った。

・宮崎大学と連携し、台湾留
学生による情報発信を行い、
宮崎の認知度向上を図った。

・ＭＩＥＣ誘致については、
九州管内でも新規コンベン
ション施設の建設が進むな
ど、全国的に競争が激化して
いる。そのため、ユニークベ
ニューやアフターＭＩＣＥの
充実なども含めた受入体制の
充実を図るとともに、積極的
な誘致活動を実施する。

・外国人宿泊者数の増加を図
るため、個人旅行者をター
ゲットに宮崎ならではの体験
（昼型・夜型）」による旅行
商品を造成し、誘客とリピー
ターの獲得につなげる。ま
た、ターゲットを絞り、宮崎
の強みを組み合わせた効果的
なプロモーションにより、認
知度向上を図る。

観光戦
略課

外国人宿泊者
数（人）

152,500
（Ｈ28）

宮崎市観
光統計

88

・2019.8確定予
定。
・宮崎空港に発着
する定期便の増便
（韓国）や鹿児島
空港への新たな定
期便就航により、
外国人観光客の宮
崎へのアクセスが
向上し、順調に数
字を伸ばしてい
る。

100.0%

・順調に増加してきたが、宮
崎空港に発着する定期便の運
休（香港 H30.10～）や減便
（台湾 H31.3～)により、今
年度は、香港・台湾からの観
光客入込み客への影響が懸念
されるものの、目標値は達成
する見込み。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　30 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・花と緑のまちづくり啓発
事業

4,561,506

・花と緑のまちづくり推進
事業

95,082,455

・花のまち「みやざき」イ
ンキュベート事業

1,999,950

・フローランテ宮崎指定管
理料

194,874,120

・フローランテ宮崎施設維
持事業

6,034,500

・フェニックス自然動物園
運営事業

6,991,830

・フェニックス自然動物園
指定管理料

66,765,600

・フェニックス自然動物園
リニューアル事業

491,865,155

91

農村集落の多面的な機能や美
しい農村景観を維持・保全す
るため、話し合い活動や植栽
活動等を支援した。

地区住民の高齢化等により草
刈、植栽等の景観保全活動の
継続に不安があるため、県や
総合支所、環境及び景観担当
部署、教育機関等と連携し、
ボランティア等の活用も含め
て、支援を継続する。

・美しい農村景観支援事業 200,000
農政企
画課

89

・花のまちづくりコンクール
やオータムフラワーフェス等
を通して市民に花のまちづく
りの啓発を行うとともに、官
民連携した花のまちづくりの
推進を行っている。
・花苗支給等のボランティア
団体支援や主要な公園・道路
に草花を植栽し、年間を通じ
て花のあふれるまちづくりを
推進している。
・企業共催による子供向け花
育講座や親子を対象とした寄
せ植え講座開催等により次世
代の人材育成を行っている。

・花のまちづくりコンクール
やオータムフラワーフェス等
の啓発活動により、市民や事
業者等の関心を高め、花のあ
ふれるまちづくりに参加する
機運を盛り上げていく。
・誕生花を使ったフラワー
ポットづくり講座、カレン
ダー販売等により宮崎版３６
５日誕生花の普及啓発を図っ
ていく。
・花は、本市の強みの１つと
して貴重な地域資源であるこ
とから、関係課と連携しなが
ら、地域資源を活用した施策
を推進していく。
・花回遊マップ等を活用しな
がら、誕生花や花の見所の情
報発信に努めていく。

景観課

90

○フローランテ宮崎につい
て、民間と連携した施設活用
策や、関係課と「花のまちづ
くり推進拠点」としての施設
活用について、検討を行うと
ともに、年間を通して花と緑
の講座や体験を実施し、花の
まちづくりを推進した。
○動物園では、チンパンジー
舎の新築工事を完成し、3月
末に一般公開するとともに、
動物イベントの企画を実施す
るほか、出張ふれあい動物園
教室を開催するなど教育活動
や魅力創出に努めた。

○フローランテ宮崎は、「花
のまちづくり推進拠点」とし
ての魅力を高める必要があ
り、民間と連携した取組や、
拠点施設としての活用策につ
いて関係部署等と連携をと
り、更に検討する必要があ
る。
○動物園においては、リ
ニューアル計画の再検討を行
う必要があり、動物を展示す
る配置など計画の再構築を行
う。また、引き続き、動物を
介した環境教育イベントを企
画し、動物園の魅力について
情報発信を進めていく。

公園緑
地課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　31 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

93

　生目古墳群を会場としてイ
ベントを開催したほか、日本
遺産登録の認定を受け、遊古
館周辺道路に告知看板を設置
した。
　また、小学6年生向けのハ
ンドブックに日本遺産登録の
修正を加え、社会科の授業で
古墳を学習する子ども達に生
目古墳群の魅力を周知した。
　県と2市2町で県民を対象に
した古墳講座を実施したほ
か、先進地視察や研修会を
行った。

　生目古墳群の認知度がまだ
十分とは言えない。
　世界遺産登録に向けては県
などと連携しながら長いスパ
ンでの事業展開が必要であ
る。
　引き続き、生目古墳群の魅
力向上や周知を図るため、古
墳群を会場にしたイベント
や、講演会を実施する。
　また、生目古墳群の外観や
遺物の写真と、これまでの発
掘調査の結果を記した図録が
完成したので、図録を媒介と
した啓発も行っていく。
　世界遺産登録に向け、県を
中心とした2市2町で情報共有
や先進地視察等を実施しなが
ら連携強化を図る。

・生目古墳群世界文化遺産
登録推進事業

4,335,449
文化財
課

94

◆観光誘客の拡大、宮崎物産
の流通拡大、移住の促進を図
るため、在京市人会等の運営
基盤を整えるとともに、その
組織を活用し、首都圏在住者
向けに本市のプロモーション
活動を行った。
・在京宮崎市人会及びわけも
ん会の開催
・宮崎市応援サポーター名刺
の配布
・宮崎市プロモーション大使
の任命（２名）

◆さらなる交流人口の拡大や
観光誘客などを図るため、本
市全体の魅力発信や在京市人
会、宮崎市プロモーション大
使などを積極的に活用したプ
ロモーション活動が必要であ
る。
◆在京市人会等の運営基盤を
整え、その組織等を活用し、
首都圏在住者へのプロモー
ション活動を行う。

・首都圏シティプロモー
ション推進事業

1.980,185
企画政
策課

92

平成28,29年度に実施した
マーケティング調査の結果に
基づき、「宮崎の食」を中心
に効果的なブランドイメージ
を構築し、食を中心に宮崎を
楽しめるイメージ獲得のため
の情報発信の基盤を作成し
た。また、上記ブランドイ
メージと地域資産を掛け合わ
せたモデルツアーを実施し
た。

・ブランドイメージのコンセ
プトを分かりやすく表現する
キャッチコピー及びロゴマー
ク、キービジュアル等を作成
するとともに、ブランドイ
メージの情報源としてウェブ
ページと冊子を作成した。

・モデルツアーにより宮崎市
を訪れた観光客をモニタリン
グし、集約した意見や評価か
ら上記コンテンツに対する具
体的な課題や改善方法等の報
告書を作成した。

平成31年度以降は、構築した
ブランドイメージを全国に向
けて発信するとともに、ブラ
ンドイメージを生かした誘客
コンテンツの編集を行う。
上記については、効果的な事
業にする為、実施主体に可能
な限り民間事業者などを加え
ることで、持続的可能な仕組
みづくりを検討していく。

・マーケティング手法によ
るシティプロモーション推
進事業

14,815,396 秘書課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　32 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・みやざきフェニックス・
リーグ開催支援事業

370,000

・春季ベースボールキャン
プ支援事業

295,920

・プロ野球宮崎キャンプ受
入事業

58,000,000

・オリックス・バファロー
ズ公式戦開催事業

15,000,000

・みやざきゴルフパラダイ
ス事業

2,000,000

・プロスポーツ受入団体補
助事業

42,800,000

・スポーツ等合宿受入事業 5,000,000

・宮崎市観光協会スポーツ
イベント補助事業

32,500,000

プロ野球キャ
ンプ来場者数
（人）

494,700
（Ｈ28）

721,000 728,200 555,000 600,000 640,000

スポーツ
ランド推
進課調べ

95

話題性のあるキャ
ンプとなり、目標
値を達成した。

100.0%

順調に増加している。
キャンプについては、天候に
も左右される。

733,700 494,700 542,200 609,100 640,000

プロゴルフ
トーナメント
来場者数
（人）

36,285
（Ｈ28）

46,600 47,500 37,500 40,000 42,500

スポーツ
ランド推
進課調べ

96

天候に恵まれたこ
とや、ダンロップ
フェニックストー
ナメントにおいて
は大会３連覇を狙
う選手がいるな
ど、出場選手に恵
まれたこともあ
り、目標値を上回
ることとなった。

117.6%

順調に増加している。
ゴルフについては、天候はも
ちろんであるが、出場選手に
よっても左右される。
今後も大会関係者等と連携
し、広告等の周知の充実を図
りたい。

45,670 36,285 45,783 50,160 50,000

スポーツラ
ンドみやざ
きの推進

○ プロ野球やＪリーグ
等のプロスポーツキャン
プの受入態勢の充実を図
るとともに、プロゴルフ
トーナメント等のプロス
ポーツイベントの開催を
支援するなど、スポーツ
ランドみやざきの認知度
の向上と誘客の促進を図
る。
○ 温暖な気候や恵まれ
た自然、スポーツ施設な
どの良好な環境を国内外
に発信し、アマチュアス
ポーツの大会や合宿を誘
致するなど、「総合ス
ポーツ戦略都市みやざ
き」の取組を推進する。
○ プロスポーツやアマ
チュアスポーツの大会や
合宿等による誘客と、観
光資源が連携したスポー
ツツーリズムの取組を推
進する。

･プロスポーツキャンプにつ
いては、プロ野球３球団及び
韓国プロ野球1チームを受入
れた。
・Ｊリーグキャンプについて
は、チームとの日程調整等を
行い、11チームを受け入れ
た。
･国内競技団体に対し、関係
団体や県と連携し合宿誘致に
向けたセールス活動を行っ
た。
･アマチュアスポーツの大
会、合宿については大会運営
補助および合宿への差し入れ
補助などを通じて支援を行っ
た。

･プロ野球キャンプ継続のた
めに、球団からハード、ソフ
ト両面からの支援を要望され
ている。
･プロ野球キャンプ継続に向
け、球団のニーズを把握し、
可能な限り受入態勢の強化を
図っていく。

･2019年のラグビーワールド
カップ、2020年の東京オリン
ピック・パラリンピック大会
を前に、観光誘客を目的とし
た合宿誘致は自治体間の競争
が進んでいる。また、施設利
用についても施設整備や、大
会・合宿時期が重なるなど確
保が難しい場面がある。

スポー
ツラン
ド推進
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　33 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・東アジアリトルシニア野
球大会開催支援事業

7,000,000

・東京オリンピック・パラ
リンピック事前合宿誘致事
業

6,390,918

・スポーツ大会誘致推進事
業

580,000

・ソフトテニスジュニア
ジャパンカップ事業

3,000,000

・全国高等学校総合体育大
会開催支援事業

6,900,000
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　ホストタウンとしての登録
を受けたイタリアの文化等を
テーマとしたイベントの開催
やパラアスリートを招いた小
中学校での体験型授業の実施
を通じて、東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会
に向けての機運醸成やスポー
ツランドみやざきの認知度向
上を図った。

　相手国の文化やホストタウ
ンとしての取組に対する市民
の理解を深めるとともに、パ
ラスポーツへの理解を促進す
る取組を継続することで、オ
リンピック・パラリンピック
の気運醸成に取り組む。

・東京オリンピック・パラ
リンピックホストタウン事
業

1,852,419
企画政
策課

・手ぶら観光周遊利用促進
事業

3,000,000

Ｊリーグキャ
ンプチーム数
（チーム）

13
（Ｈ28）

12 12 12 14 14

スポーツ
ランド推
進課調べ
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キャンプを希望す
るチームは目標値
を上回っている
が、キャンプ希望
日程の重複等によ
り、昨年度より１
チーム減少した。
また、例年キャン
プを実施している
チームがＡＣＬ
（アジアチャンピ
オンズリーグ）出
場のためキャンプ
を見送った経緯も
ある。

85.7%

キャンプを希望するチームは
目標値を上回っているが、Ｊ
リーグの開幕日程が早まった
ことなどにより、各チームの
キャンプ希望日程が重複する
こととなり目標値を下回る状
況となっている。
引き続き各チームと連絡調整
を密に行うとともに、可能な
限りキャンプ希望日に対応で
きるよう、今後も働きかけを
行っていく。

11 13 12 11 12

スポーツ合宿
宿泊者数
（人）

138,600
（Ｈ28）

132,800 137,100 141,400 145,000 150,000

宮崎市観
光統計
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天候等により、一
時は落ち込んだも
のの順調に増加し
ている。

100.0%

これまで積み上げてきた、
キャンプ地としての魅力を大
いに発信出来ていることによ
り、宿泊数も増加している。
今後も受け入れ態勢の充実を
図る。

132,400 138,600 113,700 145,000 150,000

観光客受入
環境の充実

○ 国内外からの観光誘
客を図るため、観光拠点
となる公共施設の設備を
更新するとともに、ホテ
ルや旅館等が実施するリ
ノベーション、Ｗｉ－Ｆ
ｉ環境等の整備を支援
し、観光客の受入環境の
充実を図る。
○ 民間事業者が実施す
る空港等の交通拠点での
観光客の滞在性を高める
取組や、主要観光地にお
ける交通アクセスを確保
する取組などを支援し、
観光客の利便性の向上を
図る。

県外観光客の
リピーターの
割合（％）

56.9
（Ｈ28）

57.0 58.0 59.0

宮崎市観
光動態分
析調査
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観光誘客事業の成
果や手ぶら観光
サービスなどの受
け入れ環境の改善
したこともありリ
ピート率が高まっ
たものと考えられ
る。

・空港や駅を拠点に手荷物の
一時預かりや配送等を行う
「手ぶら観光サービス」のPR
を図った。
・ホテル旅館におけるリノ
ベーションやWi-Fi整備につ
いて6件補助を行い、観光客
の受け入れ環境の改善を図っ
た。

100.0%

目標値を達成する見込みであ
る。

・国内外からの観光客の周遊
性・滞在性の向上を図るた
め、ＰＲ動画等を活用し、手
ぶら観光サービスの認知度を
上げ、利用促進につなげる。

・ホテル旅館が効果的・効率
的なリノベーション等の整備
が実施できるよう、建築士等
からのアドバイスを提供し、
適切な補助事業が実施できる
よう支援する。

観光戦
略課

69.0 81.5 59.0

スポー
ツラン
ド推進
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　34 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

4,500万 6,200万 1,800万 1,800万 1,800万

3,888万 3,325万 1,477万 1,604万 1,800万

10 20 45

13 20 45

・みやざきどれ農産物ブラ
ンド力アップ事業

9,799,000

・みやざきの畜産物販売促
進活動事業

2,000,000

・地域特産農産物ブラン
ディング事業

600,000

国内外におけ
る物産展の売
上額（円）

3,325万
（Ｈ28）

商業労政
課調べ
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目標値を下回った
が、前年と比較し
改善している。

宮崎市と姉妹都市橿原市との
合同物産展を主催する宮崎物
産協会に対して開催経費の一
部を補助した。
・夢の森フェスティバル
　（Ｈ30.10開催）
・宮崎山形屋合同物産展
　（Ｈ31.1開催）
　宮崎山形屋合同物産展では
25回目の開催を記念し、プレ
ミアムお買物券を発行し売上
アップにつなげた。

100.0%

・姉妹都市橿原市とともに魅
力ある物産展となるよう、出
展事業者の入替や購買意欲を
高める新たな取組を行うこと
で目標達成を目指す。

・物産展の開催については、
出展事業者の固定化により、
消費者の購買意欲を高めるこ
とが出来ていなかったため改
善を図っているが、今後も継
続した改善を行う。
・販路拡大については，新規
事業「地域ブランド成長促進
支援事業」を活用し、販路拡
大の取組を行う団体を支援
し、地域ブランドの販路拡大
につなげる。

・物産と観光展開催支援事
業

2,290,348
商業労
政課

みやざき特産
品の販路拡大
支援事業で開
催した商談会
等における成
約件数（累
計）（件）

－
商業労政
課調べ
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みやざき特産品販
路拡大支援事業は
平成29年度で廃
止。
H30以降は、市とと
もに販路拡大に取
り組む関連団体
（宮崎物産協会及
び宮崎商工会議
所）が主催した商
談会の実績を掲
載。
宮崎物産協会５件
宮崎商工会議所２
件
合計７件

100.0%

平成31年度新規事業「地域ブ
ランド成長促進支援事業」で
は、宮崎物産協会や宮崎商工
会議所、市内５商工会等に対
し、商談会開催経費の補助や
首都圏で開催される展示商談
会に出展する際の経費の補助
など、販路拡大に資する取組
を支援する予定である。各団
体が実施する様々な取組み等
によって、成約件数が増加す
ることに期待している。

農畜産物のブ
ランド認証品
の売上額
（円）

79.7億
（Ｈ28）

56億 57億 80億 80億 80億

農業振興
課調べ

103

ブランド認証品目
のうち、「みやざ
き黒皮かぼちゃ」
及び「みやざきビ
タミンゴーヤー」
について生産者数
の減少により、目
標を達成すること
が出来なかった。

◆農林水産物の販路拡大・ブ
ランド力の向上
・「みやざき中央農産物ファ
ン拡大事業委員会」や「みや
ざき中央畜産物消費拡大推進
協議会」と連携し、本市産農
畜産物の大都市圏でのＰＲ活
動やプロスポーツ等を活用し
た試食、販売活動など消費拡
大の取組を行った。
・平成２９年度に引続き、き
んかん「たまたま」のカー
フェリー（神戸・宮崎間）で
の試食の提供や販売等の取り
組みを行ったほか、神戸港に
おいて「宮崎牛」のＰＲ（く
じ引き景品での提供）を行っ
た。
・フジテレビの「めざましテ
レビ」の「めざましじゃんけ
んコーナー」に「全共」史上
初の３大会連続内閣総理大臣
賞を受賞した「宮崎牛」のほ
か、完熟マンゴー「太陽のタ
マゴ」を提供し、ともに30万
以上の応募を得るなど、効果
的なPRを行うことができた。

100.0%

現在、市産品の販路拡大に向
け、プロモーションに取組む
庁内部局、みやＰＥＣ推進機
構との連携強化を図り、農畜
産物のブランド認証品の売上
額80億円の達成を目指す。

◆市産品の販路拡大やプロ
モーションに関係する庁内部
局とみやＰＥＣ推進機構との
連携を強化し、国内及び海外
の販路拡大を図る。
◆本市産農産物のブランド化
や消費拡大により生産者の所
得向上を図るため、「みやざ
き中央農産物ファン拡大事業
委員会」や「みやざき中央畜
産物消費拡大推進協議会」の
取り組みを引き続き支援す
る。
◆生産者数の減少に歯止めが
かからない本市特産の伝統野
菜である「やまいき黒皮かぼ
ちゃ」のほか、希少野菜につ
いて、ＧＩ認証取得など、産
地維持に向けた取り組みを強
める。
◆本市産茶のオリジナル商品
のＰＲや新たな地域特産農産
物のブランディングに取組ん
でいく。

農業振
興課

57.2億 79.7億 70.8億 72.4億 80億

国内外の市
場開拓

○ 商工団体等が開催す
る物産展やセミナー、商
談会等に係る取組を支援
し、特産品等の市場開拓
や販路拡大を図る。
○ 周辺の自治体や関係
団体、地域と連携して、
農畜水産物や産地のブラ
ンド化を推進するととも
に、関係団体等が行う海
外への輸出の取組を支援
し、国内外への販路拡大
を図る。
○ 農商工連携や６次産
業化で開発した商品のプ
ロモーション、県内外の
シェフを活用した食材の
ＰＲなど、官民の多様な
団体で構成するみやＰＥ
Ｃ推進機構の取組を支援
し、農畜水産物や加工品
等の消費拡大と販路拡大
を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　35 ⑥ブランド力の向上



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・６次化商品セールスサ
ポート事業

9,701,179

・６次化商品海外販路開拓
事業

2,046,171

・みやざき食の魅力発信プ
ロジェクト事業

9,974,521
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大根やぐらのライトアップ、
宮崎ブーゲンビリア空港等の
イベントを通じて、多様な主
体、県内外の方に地域の特産
品の魅力や生産者の想い、日
本農業遺産認定に向けた取り
組みについて広く周知した。

引き続き県内外の方を中心に
地域の特産品の魅力や生産者
の想い、日本農業遺産に向け
た取組みをイベント等を通じ
で広く周知する。
　また、地域特産品の高付加
価値化のため、関係機関や地
元生産者で勉強会にて申請書
等の見直しをおこない、日本
農業遺産認定を目指す。

・日本一干し大根やぐら日
本農業遺産認定推進事業

3,598,748
田野・
農林建
設課
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実施主体であるみやＰＥＣ推
進機構が、東京の有楽町にあ
る糖業会館において、加工品
及び生鮮品の販路開拓のため
の食材商談会を開催、また市
内百貨店と連携し、テスト
マーケティングのための商品
陳列棚を借り上げ、事業者の
６次化商品を中心に常設販売
を行うほか、ギフトセットと
してカタログ等でも販売を
行った。
また、県内外の飲食店やホテ
ル等での市内産の農林水産物
を使ったスペシャルメニュー
の提供やフェアの開催を通し
て、食材の消費拡大に努め
た。
一方、海外への販路開拓につ
いては、上海高島屋、ＡＰＩ
ＴＡやＣｉｔｙｓｕｐｅｒな
どで、フェアを開催した。

みやＰＥＣが主催する商談会
については、例年２月に東京
で開催しており、宮崎産に特
化した食材の商談会として、
着実に成約件数を上げている
ものの、出展事業者や来場す
るバイヤーが固定化してお
り、場所やターゲットとなる
バイヤーなど、開催方法のリ
ニューアルの検討も必要な時
期となっている。
また、他団体の主催する大規
模商談会等への参加も視野
に、効果的で広角的な販路開
拓が課題となっている。

海外の販路開拓についても、
現在上海の数店舗でフェア開
催を行っているが、規制が厳
しく、常設販売等の販路の確
立までには至っていない。
今後は、急成長する東南アジ
ア等もターゲットとして、販
路開拓の展開が必要となって
いる。

農政企
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　36 ⑥ブランド力の向上



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

38.0 38.2 22.4 23.9 25.4

38.0 25.3 22.4 22.6 23.0

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

26.0 27.0 44.8 45.0 45.0

24.3 45.9 44.8 40.7 41.0
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施設情報の「共有化・一元
化・見える化」を図るため、
宮崎市公共施設経営システム
を運用。
平成３０年度は個別施設計画
である「宮崎市児童館・児童
センターの整備及び長寿命化
計画」、「学校施設における
長寿命化計画」「宮崎市跡江
老人いこいの家個別施設計
画」「生目地域センター個別
施設計画」の策定支援を行っ
た。

「投資の厳選」により、「最
適な量」の施設を保有すると
ともに、改修や建て替え、更
新の周期を長期化する「長寿
命化」を図る必要がある。
そのことから、施設の特性に
応じて、具体的な取組となる
個別施設計画を順次策定し、
その進捗や成果を検証しなが
ら計画を着実に推進する。

・公共施設経営システム運
用事業

519,264
資産経
営課
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ＥＳＣＯ事業で改修した設備
について、管理事業者やＥＳ
ＣＯ事業者のアドバイスを基
に運転管理を行った結果、電
力消費量等の大幅な削減効果
がみられた。

省エネ・省コスト効果を継続
して達成していく必要がある
ため、管理事業者と連携し、
引き続き設備の効率的な運転
管理を行う。

・宮崎市総合福祉保健セン
ター等ＥＳＣＯ事業

6,696,000
福祉総
務課

広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うとともに、公民連携による公的資産の利活
用を図る。
■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティ交通の導入など、地域における交通ネッ
トワークを構築する。
■ コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るとともに、モーダルシフトを推進することで、物流体制を確保する。
■ フェリー貨物における新たな需要を開拓し、食糧供給基地としての宮崎港の機能強化を図る。

目標値

実績値（H31は見込み）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等

最終年度
（H31）目標
値の達成見
込み率（%）

実績値（H30）と最終年度（H31）達成見込みに対する説明 担当課

「公共交通の利便性が確保されている」と思う人の
割合（％）

22.4
（Ｈ29）

市民意識調査 90.6%

【H30】
公共交通の利用促進については、交通事業者と共に積極的に取り組んでいるため、微増
とはなっているものの、非利用者の行動変容までつながらず、未達成となった。
【H31】
単年度での対策で市民の意識を変化させ、行動変容に結びつけることは難しい。
市民の意識を変え行動変容につなげるためには、実際に利便性の高い交通システムを構
築すること、次に構築されたシステムの対自家用車との優位性を実感することが段階的
に必要であり時間を要す。

拠点都市創造課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

都市機能の
集約化

○ 公共施設やインフラ
等の利用需要の変化を踏
まえ、宮崎市公共施設等
総合管理計画に基づき、
更新や統廃合、長寿命
化、今後増大する維持管
理費の低減など、公共施
設の最適な配置や運営に
向けた取組を推進すると
ともに、地域経済の活性
化を図る観点から、関係
機関や民間との連携によ
るインフラ等の整備のほ
か、公的資産の利活用を
検討し、財政負担の軽減
や平準化を図る。
○ 本格的な人口減少・
超高齢社会の到来を見据
え、医療・福祉施設等の
適正な配置を誘導し、日
常生活に必要となる公共
サービスが身近に存在す
る都市構造を目指す。

「良好な市街
地が整備さ
れ、都市機能
がコンパクト
にまとまって
いる」と思う
人の割合
（％）

44.8
（Ｈ29）

市民意識
調査
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市民意識調査の結
果は若干悪化して
いるが、90％程度
の達成率ではある
ため、今後の推移
を見守りたい。

立地適正化計画の策定に着手
し、都市機能誘導区域の設定
等の検討を行った。

91.1%

平成31年度は、各種都市機能
や居住を誘導する区域及び誘
導を促進するための実効性の
ある施策等を検討の上、立地
適正化計画案をとりまとめる
こととしている。来年度以
降、誘導施策の実施により
徐々に都市機能の集約が進む
と考えられるが、市民意識調
査に結果が表れるには時間を
要すと考えられる。

令和2年度上半期の策定・公
表に向けて、平成30年度から
立地適正化計画の策定に取り
組んでいる。公表後は、設定
された誘導区域外の建築に対
する届出制度や誘導施策によ
り、長期間掛けて緩やかに都
市機能や居住の誘導を進め、
コンパクトな都市を形成す
る。

・立地適正化計画策定の検
討

都市計
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　37 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業
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◆平成２９年度から事業をＰ
ＦＩ方式に移行し、民間事業
者の技術やノウハウを生かし
た取り組みにより、平成３０
年度が、目標の１５０基に対
し１６５基の設置実績とな
り、期待通りの成果が得られ
ている。
◆事業をＰＦＩ方式に移行し
たことにより、申請から使用
開始までの期間が短縮され、
住民の利便性が向上した。

◆概ね順調に事業が進捗して
いる。
◆今後も目標とする設置基数
を達成するために、住民の
ニーズを的確に把握するとと
もに、ＰＦＩ事業者と十分に
連携を図りながら普及促進に
努めていく。
◆合併処理浄化槽の整備促進
に加え、既存浄化槽の適正な
維持管理に対する意識の醸成
を図り、公共用水域の水質保
全に努めるものとする。

・公設合併処理浄化槽整備
推進事業（ＰＦＩ）

226,339,134
廃棄物
対策課
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市域界に係る国道の整備促進
を各市町村と合同で要望し、
平成31年度の道路整備予算を
確保した。

・引き続き、各市町村と連携
し国道等の整備促進を図る。
・各市町村との情報交換を図
る。

・インフラ整備等に係る情
報交換

土木課

・総合交通対策事業（宮崎
空港振興協議会）

3,273,000

・コミュニティバス運行補
助事業

9,910,000

・地方バス路線存続支援事
業

35,752,000

主要バスター
ミナルにおけ
る路線バス乗
降客数（人）

1,445千
（Ｈ28）

1,457千 1,479千 1,449千 1,454千 1,459千

拠点都市
創造課調
べ
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郊外大型店舗の増
床や外国人個人旅
行者の増加による
利用客増加と推測
される。

100.0%

郊外大型商業施設の増床や個
人旅行客（外国人）の増加に
伴い、一定数の旅客数を見込
んでいる。 ・長距離フェリー輸送力強

化対策支援事業（旅客分）
7,758,752

1,394千 1,445千 1,502千 1,552千 1,459千

・宮崎ブーゲンビリア空港
航空ネットワーク強化支援
事業

4,807,920

宮崎空港路線
利用者数
（人）

3,061千
（Ｈ28）

2,910千 2,960千 3,070千 3,070千 3,100千

拠点都市
創造課調
べ

112

韓国ソウル線の冬
季増便やLCC成田線
の週末増便によ
り、利用者数が増
加したため、目標
を達成することが
できた。

100.0%

◆香港線の運休(H30.10月)
や、台湾便の減便（H31.3月
末）によって国際便利用者の
減少が危惧されるが、韓国ソ
ウル線の冬季増便によって目
標値は達成できるものと見込
んでいる。

2,990千 3,061千 3,180千 3,332千 3,100千

フェリー旅客
数（人）

178,623
（Ｈ28）

173,000 179,000 180,000 185,000 189,000

拠点都市
創造課調
べ

113

運行事業者と連携
し、新たな旅客の
掘り起こしに努め
たが、団体旅行客
（合宿）の減少、
加えて、台風等に
よる欠航も影響し
未達成となった。

95.2%

◆増加傾向で推移しているも
のの目標達成は厳しい状況に
あるが、引き続き団体旅行客
の獲得を支援するともに、新
たな旅客ニーズ（個人旅行・
ネット予約・ツーリング等）
の獲得支援に努めていく。

・地域公共交通網形成計画
策定の検討

177,737 178,623 177,872 179,375 180,000

広域公共交
通網の構築

○ 団体利用の支援や関
係機関と連携したＰＲ等
により、宮崎港や宮崎空
港の利用を促進し、国内
外からの入込客数の増加
を図る。
○ 官民が連携して、日
常生活やビジネス、観光
等の主要な交通機関とな
る鉄道や路線バスの運行
を維持するため、利用促
進に向けた啓発活動など
に取り組むとともに、地
域の多様な主体が運営す
るコミュニティ交通の運
行を支援するなど、市域
における日常生活に必要
な交通手段の確保を図る
ほか、今後の利用需要の
変化を踏まえ、公共交通
網の再構築による広域的
な交通ネットワークの形
成を検討する。

◆コミュニティ交通への運行
支援を行うとともに、既存バ
ス路線に対し補助を実施し
た。また、地域間幹線系統の
生産性向上のため、沿線自治
体及び事業者と協働で利用促
進に取組んだ結果、一定の増
加が図られた。

◆空港については、関係機関
と連携し、LCC成田線の週末
増便、韓国ソウル線の冬季週
5便化に取り組み、平成30年
度の空港利用者数は国内、国
外ともに増加し330万人と
なった。

◆長距離フェリーについて
は、運航事業者が取り組む船
内レストランでの宮崎食材の
提供や宮崎着でのオートバイ
旅行商品等の造成支援を実施
した。
平成30年度の旅客数は台風等
の欠航により前年より運航便
数が減少（△9便）したもの
の、179,375人（前年比
100.8%）とほぼ前年並みと
なった。

◆バス利用者が減少するな
か、運転士不足も深刻化し、
現状のバス路線を維持し続け
ることは困難となりつつあ
る。このような中、持続可能
な公共交通網を形成する為に
は、バス路線の再編をはじめ
とする公共交通網の再構築が
必要不可欠となってくる。再
構築にあたっては、高齢者だ
けではなく利用者全体の利便
性の向上が重要であり、需要
の変化を見据えた検討が必要
である。

◆幹線交通（路線バス、鉄
道）と支線（コミュニティ交
通）の明確化、接続や運行方
法の改編には事業者との協働
が不可欠であり、協力して取
組む必要がある。

◆宮崎空港については、県と
連携した宮崎空港国際線の充
実化に取り組む。

◆長距離フェリーについて
は、現船舶の老朽化が課題と
なっているため、フェリー運
航事業者の株主である県や金
融機関等との連携を強化し、
新船就航の実現（個室化・大
型化）を支援する。

拠点都
市創造
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　38 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備



H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H30決算見込額（円）

目標値

　　　　　　　　　　　実績値　　　　（H31は見込み）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 NO

実績値（H30）に対す
る説明

主な取組（H30）の内容及び成果

最終年度
（H31）目
標値の達成
見込み率
（％）

最終年度（H31）
達成見込みに対する説明

課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

・宮崎港振興協会運営事業 1,000,000

・宮崎港物流活性化支援事
業

864,840

物流体制の
整備

○ 関係機関や関係団体
等と連携して、宮崎港の
定期航路や宮崎空港の国
際航空を利用する輸送に
要する費用の負担を軽減
するなど、港や空港を活
用した物流の活性化を図
る。
○ トラック輸送におけ
るネットワークの構築を
はじめ、フェリーや鉄道
へのモーダルシフトの推
進など、物流の活性化に
向けた取組を検討する。

宮崎港の取扱
貨物量（ト
ン）

7,535千
（Ｈ28）

7,800千 7,938千 7,610千 7,686千 7,762千

拠点都市
創造課調
べ

114

長距離フェリー運
航事業者による貨
物対策に加え、輸
送事業者と連携し
たモーダルシフト
に努めたが、台風
等による欠航も影
響し未達成となっ
た。

◆宮崎空港の国際航空便を利
用する荷主事業者に対して輸
出費用の一部を支援したほ
か、長距離フェリーの運航事
業者が取り組む夏場の貨物対
策を支援した。
◆一ツ葉有料道路と長距離
フェリーを利用する輸送事業
者に対して有料道路の利用料
金を支援し、船舶へのモーダ
ルシフトを図る取り組みを実
施した。
◆長距離フェリーについて
は、輸送需要の増える冬場
と、輸送需要の落ち込む夏場
との間で季節変動が生じてい
る。このため運航事業者や輸
送事業者が取り組む信州方面
からの夏場の下り荷対策を後
押しすべく、みやPEC推進機
構とも連携し、2ヶ月に亘る
松本市での宮崎フェア実施な
ど、松本市や関係機関との連
携策に取り組んだ。

100.0%

◆目標達成に向けて宮崎港の
貨物取扱量の約8割を占める
長距離フェリーについて貨物
対策を支援していく。

◆荷主や輸送事業者、みや
PEC推進機構などとの関係機
関と連携し、宮崎空港からの
輸出を検討する意欲ある荷主
事業者を支援する。
◆一ツ葉有料道路の無料化に
ついては期限延長の検討もさ
れているため、物流事業者と
連携し県に対する要望活動を
展開していく。
◆長距離フェリーについて
は、現船舶の老朽化が課題と
なっているため、フェリー運
航事業者の株主である県や金
融機関等との連携を強化し、
新船就航の実現を支援してい
く。

拠点都
市創造
課

7,280千 7,535千 7,536千 7,620千 7,762千
・宮崎ブーゲンビリア空港
国際航空貨物輸出支援事業

400,502

・長距離フェリー輸送力強
化対策支援事業（貨物分）

5,000,000

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　39 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備


